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第２部 災害予防計画 
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第１節 自主防災思想の普及啓発 

 

第１項 自主防災思想の考え方 

 

「自らの身の安全は、自ら守る」という考え方が防災の基本であり、市民一人ひとりがそ

の自覚を持ち、平常時より災害に対する備えを心がけるとともに、発災時には、まず自分の

身の安全を守るよう行動することが非常に重要である。 

また、初期消火の実施、近隣の負傷者・要配慮者（高齢者・障害者等）の救助、避難施設

での活動、あるいは防災関係機関が行う防災活動への自主的な協力も、被害や混乱の拡大を

防ぐ意味で重要である。 

このため、市は、自主防災思想の普及啓発の徹底を図るものとする。その際、被災時の男

女のニーズの違い等多様な主体の視点に十分配慮するものとする。 

 

第２項 自主防災組織の必要性 

 

市は、地域並びに市民の生命、身体、財産を災害から保護するため、防災活動を実施する

が、大災害時には道路が不通になり、ライフライン（電話・水道・電気）が止まり、防災活

動に支障をきたすことがある。また、同時に多数の場所で被害が発生し、対応能力を超える

こともあり得る。 

このような大災害時には、「自らの地域は、自ら守る」という考え方に立ち、市民が協力し

合い、地域の防災活動を自ら行う必要がある。 

そのためには、日ごろから地域のコミュニティ活動が大切であり、平常時における災害予

防活動が非常に重要となる。 

 

 

第２節 防災知識の普及啓発 

 

第１項 市職員に対する教育 

 

市職員として、防災対策を積極的に推進するとともに、地域における防災活動を率先して

実施するため、市（防災危機管理課）は、必要な知識や心構えについて「防災関係課ハンド

ブック」及び「市職員防災ポケットブック」を作成し、防災知識の普及啓発に努める。また、

市（職員課）は、職員研修の中で防災知識の普及啓発に努める。 

 

１ 市職員防災心構え 

 

２ 市地域防災計画に示す風水害対策 

 

第２項 児童生徒に対する教育 

 

市教育委員会（学校教育課）は、県教育委員会の防災教育に関する指導計画に基づき、そ

の実施を各校に指導する。 
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１ ホームルーム、学校行事等の教育活動全体を通じて、災害の基礎的な知識及び、災害発

生時の対策等の指導を行う。  

 

第３項 防災マップ（ハザードマップ）等の作成 

 

 地域の防災的見地から、防災マップ（各種ハザードマップ）等を作成するなど、住民の安

全確保に努めるものとする。 

 

第４項 市民に対する普及啓発 

 

 発災時に、市民が的確な判断に基づき行動できるよう、災害についての正しい知識や防災

対応について、市（防災危機管理課、広報広聴課）は、市ウェブサイト等で普及啓発を図る。 

また、市（防災危機管理課）は、地域における防災及び減災活動を促進するため、自主防

災組織及び事業所等において中心的な役割を担う防災士を育成するものとする。 

 

１ 啓発期間 

（１）防災とボランティアの日  １月１７日 

防災とボランティア週間  １月１５日～２１日 

平成７年１２月１５日閣議了解により、広く国民が災害時におけるボランティア活

動及び自主的な防災活動についての認識を深めるとともに、災害への備えの充実強化

を図ることを目的として設けられた。 

（平成７年１月１７日に阪神淡路大震災が発生した） 

（２）水防月間  ５月 

（３）土砂災害防止月間  ６月 

がけ崩れ防災週間  ６月１日～７日 

（４）防災の日  ９月１日 

防災週間  ８月３０日～９月５日 

道路防災週間  ８月２５日～８月３１日 

防災の日については、昭和３５年６月１７日の閣議了解により、台風、高潮、津波、

地震等の災害についての認識を深め、これに対処する心構えを準備するために設けら

れた。 

（大正１２年９月１日に関東大震災が発生した） 

（昭和３４年９月２６～２７日伊勢湾台風による被害が発生した） 

防災週間については、昭和５７年５月１１日の閣議了解により、台風、高潮、津波、

地震等の災害について認識を深めるとともに、これに対する備えを充実強化すること

により、災害の未然防止と被害の軽減に資するために設けられた。 

（５）救急の日  ９月９日 

救急医療週間  ９月９日を含む１週間 

救急医療及び救急業務に対する国民の正しい理解と認識を深め、かつ、救急医療関

係者の意識の高揚を図るために設けられた。 

（６）国際防災の日  １０月１３日 

「国際防災の１０年」の趣旨を広く周知するため、１９８９年１２月、第４４回国

連総会において毎年１０月第２水曜日（後に毎年１０月１３日となる）を「国際防災の日」とする
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ことが決議された。 

（７）１１９番の日  １１月９日 

自治体消防発足４０周年を機に、国民の消防全般に対する正しい理解と認識を深め、

住民の防災意識の高揚を図ることを目的として設けられた。 

 

２ 啓発内容 

（１）自主防災思想及び自主防災組織 

ア 住民自らによる災害への備え 

各地方公共団体では、大規模災害に備えた様々な応急対策や他の地方公共団体との

応援協定の締結等について検討・実施しているが、大規模災害の発生直後には、地域

住民自らによる防災活動が大変重要であり、また効果的である。 

このため、住民の自主的な防災活動についての理解を求め、積極的な防災訓練への

参加など災害への備えを呼びかける。 

イ 住民参加による防災まちづくりの推進 

地域における防災機能を向上させるためには、住民が主体的に防災まちづくりに取

り組む必要がある。 

このため、住民の手による先進的な防災まちづくりの事例を紹介しながら、防災ま

ちづくりへの参加について呼びかける。 

ウ ふるさとを災害から守るための消防団活動への参加の呼びかけ 

ふるさとを災害から守るために、地域における消防団活動の一層の充実を図る必要

があることから、青年層等の消防団活動への積極的な参加を呼びかける。  

（２）災害に対する基礎知識 

ア 注意報・警報等の気象情報について 

イ 台風について 

ウ 梅雨前線と豪雨について 

（３）災害予防・防災対策 

ア 風水害への備え 

近年、長雨や集中豪雨により、河川の氾濫等による浸水被害、がけ崩れや地すべり、

土石流等の土砂災害が全国各地で多発しているため、これらの災害による被害を軽減

するため、危険箇所の把握など日頃からの備えの大切さを呼びかけるとともに、報道

機関等による気象予警報、防災情報等の情報収集に努め、自主的な防災活動や適切な

避難を行うなど風水害に対する住民の心構えを呼びかける。 

イ 防災訓練への参加の呼びかけ 

災害が発生した場合の応急救護、安全避難、火の始末、初期消火等について災害時

における心得をしっかり身につけるため、防災訓練へ積極的に参加することを呼びか

ける。 

（４）住民に対する応急手当の普及啓発 

傷病者の救命率の向上のためには、現場付近に居合わせた人が適切な応急手当を行う

ことが非常に効果的であるため、機会あるごとに応急手当の習得を心がけるよう呼びか

ける。 

（５）要配慮者対策の推進 

家庭や地域における高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者及び社会福祉施設や病院等

の要配慮者利用施設に係る防災体制については、全国各地で様々な取り組みがなされて
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いるが、災害時の被害の軽減を図るためには、関係団体、周辺住民等の理解と協力が不

可欠であることから、その重要性を広く住民に周知する。 

（６）災害記録と教訓 

過去に経験した災害に関する写真や体験談などをさまざまな機会をとらえて紹介する

ことにより、被災の実状を知り、防災意識を高めるとともに体験者の知恵や工夫を教訓

として防災対策に役立てる。 

ア 災害写真パネル展 

イ 昭和１７年宇部市風水害アーカイブス 

ウ 浸水表示板 

エ 内閣府 被害災害を軽減する国民運動「一日前プロジェクト」 

オ 中央防災会議 災害教訓の継承に関する専門調査会 

 

第５項 各種団体等に対する普及啓発 

 

市（防災危機管理課）、消防局及び教育委員会は、自治会、女性団体、ＰＴＡ、青少年団体、

高齢者団体等を対象とした各種研修会等を通じて、防災に関する知識と自主防災思想の普及

啓発を図る。 

 

第６項 防災関係機関 

 

防災関係機関は、防災対策を積極的に推進するとともに地域における防災活動を率先して

実施するため、職員等に対する防災教育を実施する。 

 

［資料］２－１－１ 高潮ハザードマップ 

 

 

第３節 災害教訓の伝承 

 

県及び市は、過去に発生した大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、

大規模災害に関する各種資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、閲覧できるよ

う公開に努めるものとする。また、災害に関する石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後世に

伝えていくよう努めるものとする。市民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとし、県及び市はそ

の取組を支援するものとする。 
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第２章 防災活動の促進 

 

 

 

  

 

消防団の育成強化 消防団の活動   

消防団の育成強化 

自主防犯組織の育成 
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災
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消防団・水防団の組織 

   

自主防災組織の現状  

自主防災組織の育成 

自主防災組織の育成 

企業防災活動の促進 

地区防災計画 
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第１節 消防団の育成強化 

 

第１項 消防団・水防団の組織 

 

消防団は、消防組織法の規定により設置された消防機関であり、地域社会の防災を担うと

いう使命感に基づく住民により構成された組織である。 

水防団は、水防法の規定に基づき、水防管理団体である市がその区域内にある消防機関が

水防事務を十分に処理することができないと認める場合においては、水防団を置かなければ

ならないが、当市においては、消防機関で処理できるものとする。 

 

［資料］２－２－１ 消防団組織 

 

第２項 消防団の活動 

 

消防団は、常備消防とともに地域の消防防災体制の中核として重要な役割を果たしており、

常備消防と連携しながら消火活動、救助活動、水防活動等を行っている。 

大災害時には、多くの消防団員が動員され、住民生活を守るために重要な役割を果たして

いる。 

日常においても、各地域での防災訓練や防火防災啓発活動を通じ、住民生活に密着した防

災活動を行っており、地域の消防防災の要となっている。 

 

第３項 消防団の育成強化 

 

近年の都市化による住民の連帯意識の希薄化、また地域によっては若年層の減少等により、

団員数の減少、団員の高齢化等の課題を抱えている。 

防災危機管理課は、青年層等の積極的な入団促進を図るとともに、安心安全で災害に強い

コミュニティの形成に消防団が中心的な役割を果たすよう充実強化に努める。 

また、消防団の施設、装備の充実強化を推進する。 

 

 

第２節 自主防災組織の育成 

 

 災害に対処するためには、市を中心とした防災関係機関と地域住民による自主防災組織が

一体となって総合的な防災体制を確立し、災害予防、応急活動を行うことが重要である。 

 このため、市民の相互助け合いの精神に基づく、地域住民による自主防災組織を育成し、

防災活動が効果的に行われるよう協力体制を確立する。その際、女性の参画の促進に努める。 

 

第１項 自主防災組織の現状 

 

広い意味での自主防災組織は、施設の自主防災組織と地域の自主防災組織に分けられる。

そして、施設の自主防災組織は、さらに自衛消防組織、自衛防災組織、消防クラブ等に分け

られる。 

 



2－2－3 

１ 施設の自主防災組織 

（１）自衛消防組織 

自衛消防組織は消防法第１４条の４に基づき、所有者、管理者又は占有者が一定規模

以上の危険物事業所や防火対象物に設置しなければならない。市内には約１，４００の

自衛消防組織がある。 

（２）自衛防災組織 

自衛防災組織は石油コンビナート等災害防止法第１６条に基づき、特定事業者が設置

しなければならない。 

 

［資料］２－２－２ 自衛防災組織 

 

（３）消防クラブ等 

幼年期、少年期から防火・防災意識の高揚を図るため、保育園や幼稚園、地域等で結

成される消防クラブがある。 

 

［資料］２－２－３ 幼年消防クラブ 

［資料］２－２－４ 少年消防クラブ 

［資料］２－２－５ 女性防火クラブ 

 

２ 地域の自主防災組織 

地域の自主防災組織は、地域住民が「自分たちの地域は、自分たちで守ろう」という連

帯感に基づき自主的に結成する組織であり、地域で防災に関する活動を行っている自治会

等とする。 

具体的には、以下の事項のいずれかを行っている場合、防災に関する活動を行っている

ものとする。  

（１）自主防災組織として規約を制定している。 

（２）自治会規約に防災に関する組織等を規定している。 

（３）自ら消防防災活動を行っている。 

（事例） 

・防災訓練、避難訓練、消防防災に関するビデオ上映等の実施 

・会合などで消防防災に関する呼びかけ、注意を実施 

・消防防災に関する勉強会を実施 

・夜回り等の実施 

・防災巡視、防災点検の実施 

・防災マップ、防災新聞等の作成・配布 

・緊急連絡網や情報伝達網の整備 

・消防防災用の資機材を保有 

・炊き出し等、災害発生時の体制の整備 

 （４）消防防災活動に参加している。 

（事例） 

・県、市町、消防機関等の行う防災研修会や防災訓練等への参加 

・消防機関の行う予防活動（署員による個別訪問など）や福祉活動（民生委員等による

個別訪問）などへの同行 
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［資料］２－２－６ 自主防災組織 

 

第２項 自主防災組織の育成 

 

消防局は、自衛消防組織と自衛防災組織については、法に基づき指導育成を行う。 

また、地域の自主防災組織等については、消防局と市（防災危機管理課）が協力して、自

主防災思想の考え方や自主防災組織の必要性を広報紙等で啓発し、市民の自主的な結成を推

し進める。 

なお、結成についての相談があった場合には、積極的に指導・助言を行う。 

 

 

第３節 自主防犯組織の育成 

 

警察署と市（市民活動課・防災危機管理課）は、災害時に被災地のパトロールや生活安全

情報の提供等を行い、速やかな安全確保ができるよう自主防犯組織の育成を図る。 

 

 

第４節 企業防災活動の促進  

 

企業は、災害時における企業の果たす役割（従業員及び顧客の安全確保、経済活動の維持、

地域住民への貢献等）を十分認識して、災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定、災害時行動マニュアルの作成、防災体制の整備及び防災訓練等を実施するな

どして、企業防災の推進に努める。 

 

１ 県及び市の役割 

 県及び市は、こうした取組に資する情報提供等を進めるとともに、企業防災分野の進展

に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援等の高度なニーズにも的確

に応えられる市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組むものとする。さらに、企業の

防災意識の高揚を図るため、さまざまな機会を捉え企業防災の必要性及び企業が地域コミ

ュニティの一員として地域の防災活動に積極的に参加するよう、普及啓発、協力要請を行

っていく。 

  また、災害時においては、県及び市、関係機関等と企業が連携、協力して、迅速・的確

な防災対応を行う必要がある。 

 

２ 意識啓発 

 優良企業の表彰を行うなどして、企業防災の防災意識の高揚を図る。 

 

 

第５節 地区防災計画 

 

市の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区における防災

力の向上を図るため、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作

成し、これを地区防災計画の素案として市防災会議に提案することができる。市防災会議は、
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地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事

業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、地域防災計画に地区防災

計画を定めるものとする。 
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第３章 防災訓練の実施 

 

 

 

  

 

市の訓練 

個別防災訓練   

通信訓練 

防
災
訓
練
の
実
施 

総合防災訓練  

  

住民の訓練 

防災関係機関の訓練 

事業所、自主防災組織及び 

住民の訓練 

訓練後の評価 

事業所における訓練  

自主防災組織における訓練  
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第１節 市の訓練 

 

第１項 総合防災訓練 

 

１ 大規模災害の発生を想定し、市及び防災関係機関等が実施すべき各種応急対策の実践を

通じて、防災対策の習熟と防災関係機関相互の協力、連携体制の確立など地域防災計画の

検証を行う。 

  

２ 訓練内容としては、地域の特性や防災環境の変化に対応した訓練とし、複合災害（同時

又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被害が深刻

化し、災害応急対応が困難になる事象）を想定することに努めるものとする。 

  

市 防災関係機関 自主防災組織・住民 

・災害対策本部設置運営 

・情報の収集伝達・広報 

・避難誘導 

・避難所・救護所設置運営 

・応急受入 

・緊急交通路の確保 

（道路啓開、交通規制） 

・自主防災組織等の活動支援 

・消火活動 

・救助・救急 

・医療救護 

・ライフライン施設応急復旧 

・救援物資輸送 

・情報伝達・広報等 

・初期消火 

・応急援護 

・炊き出し 

・避難・避難誘導 

・要配慮者安全確保等 

 

第２項 個別防災訓練 

 

１ 情報収集、伝達訓練 

大規模災害発生時には、特に被災地の概況の早期把握が重要となることから、市は県及

び防災関係機関等と協力して実施する。 

 

２ 職員参集訓練 

大規模災害を想定した徒歩、自転車及びバイクによる参集訓練を実施する。 

 

３ 避難誘導訓練 

 

４ 救急救助訓練 

 

５ 給食給水訓練 

 

６ 応急物資輸送訓練 

 

７ その他の訓練 
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第３項 通信訓練 

 

非常時における緊急連絡体制の強化を図るため、防災行政無線（地上系・衛星系）等を使

用して気象予警報の伝達を主体とした通信訓練を定期的に実施する。 

 

第４項 訓練後の評価 

 

訓練後において評価を行い、課題等を明らかにし、今後の活動に反映していく。 

 

 

第２節 防災関係機関の訓練 

 

それぞれの機関が定めた計画（防災業務計画）をもとに、緊急対策、応急対策、復旧対策

活動等を実施する上で円滑な対応がとれるよう訓練計画を作成し、必要な訓練を実施する。 

 

 

第３節 事業所、自主防災組織及び住民の訓練 

 

大規模災害が発生した場合において、貴重な人命・財産の安全を確保するためには、市民

の協力が必要不可欠である。 

このため、市民に対し災害時に的確な行動がとれるよう様々な機会をとらえて訓練を実施

する。 

 

第１項 事業所における訓練 

 

学校、病院、社会福祉施設、工場、興行場、デパート等消防法で定められた防火管理者の

選任義務のある事業所はその定める消防計画に基づき、避難訓練を実施する。 

また、地域の一員として市、消防局及び地域の防災組織の行う訓練に参加するよう努める。 

 

第２項 自主防災組織における訓練 

 

各自主防災組織は、地域住民の防災意識の向上及び防災関係機関との連携を図るため、市

（防災危機管理課）及び消防局の指導を受け、自主的に訓練を実施する。 

訓練内容は、初期消火、応急救護、避難、要配慮者の安全確保等について実施する。 

 

第３項 住民の訓練 

 

住民一人ひとりの災害時の行動の重要性に鑑み、市、県、及び各防災関係機関が実施する

防災訓練への参加を求め、防災行動の習熟、防災知識の普及啓発、防災意識の高揚を図るよ

う努めるものとする。 
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第４章 自然災害に強い市土の形成 

 

 

 

  

 

市土の現況と保全対策 
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危険区域の設定基準 

防災パトロールの実施 

調査の目的  

実施要領 
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第１節 市土の現況と保全対策 

 

第１項 治山 

 

１ 現況 

山口県の森林面積は４３８千 haで、総土地面積６１１千 haの７２％を占めており、山

地災害の未然防止を図るためには、森林の防災機能を高めることが重要である。 

１０７千 ha を保安林に指定している。宇部市における保安林の面積は約２，７６８ha（土砂流出

防備林８６％、水源涵養林６％）で、市の森林面積の約１９％にあたっている。 

県は、治山施設の設置や森林の整備を進めるとともに、山口森林づくり県民税による荒

廃した私有林の整備を行うなど、山地災害の未然防止に努めている。 

 

２ 対策 

県は、山地災害を防止するとともに、これによる被害を最小限にとどめるため、治山事

業による治山施設の設置と機能が低下した保安林の整備などを計画的に推進する。 

  また、防災機能に優れた災害に強い森林を整備する防災の視点からの森林づくりを進め

るため、間伐等森林整備の推進や、森林の現況を把握する地理情報システム（森林ＧＩＳ）

の整備、土砂災害警戒区域等の指定に当たっての必要に応じた上流域の森林の保安林指定

や治山施設設置の検討、地域住民自らが森林整備に参加する仕組みづくりなどの取り組み

を、県・市町・地域住民等の連携を図りながら、それぞれの役割に応じて推進する。 

 

第２項 砂防 

 

本市は山地面積が多く、その地質は風化しやすく浸食に弱い花崗岩が多い。 

その上、近年の都市化の進展や各種開発に伴い、山地の保水能力が低下し、住宅と山地と

が近接した地域が増加している。 

そのため、土石流発生、地すべり、急傾斜地崩壊の危険性が高い。 

砂防事業については、県及び市（土木河川課）が土石流の発生により、甚大な被害のおそ

れのある危険区域を重点的に取り上げ、えん提工等の整備を推進する。 

また、土石流が発生した箇所は、その直後に緊急点検を行い、危険度の高い箇所について

は、早急に対策工事を実施する。 

なお、最近のような局地的集中豪雨による被害傾向は、えん提工の有無により大きな違い

をみせており、その効果から見ても、予防事業の強化が望まれる。 

地すべり防止事業については、県が緊要度の高い地区から重点的に実施する。特に、地す

べりは一旦発生すると被害規模が大きいため、特に事業の推進強化を図る。 

急傾斜地崩壊対策事業及び自然災害防止事業については県が、小規模急傾斜地崩壊対策事

業については市（土木河川課）が崩壊の危険度の高いものから逐次、区域指定（県）を行い、

被害対象規模の大きいものから緊要度に応じて防止工事を重点的に実施する。 

また砂防事業、地すべり防止事業及び急傾斜地崩壊対策事業のすべてにおいて、要配慮者

利用施設が関係する箇所については、特に重点的に事業を推進する。 

 

第３項 河川 
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本市の主要河川は、２級河川が２９河川、準用河川が６２河川あり、市域における流路延

長は、約２１４kmである。 

近年の都市化の進展や、各種開発に伴い、土地の保水能力が悪化しており、また土砂流入

等の増加により、河川環境が悪化しており、豪雨時には流域低地帯に浸水害をもたらしてい

る。 

河川・治水事業については、県が２級河川を、市（土木河川課・下水道整備課・農林整備

課・都市計画課）が準用河川等のその他河川を改修、整備を行う。 

河川事業は、災害の原因を除去し洪水の安全な流下を図るために、水系の一貫を基調とし、

河川の安全と開発を一本化した計画に基づいて推進する。 

治水事業は、危険度が高く氾濫による損失の大きい地域の被害防除に重点をおいて推進す

るものとし、洪水の調整を図り流域の安全を確保するため、治水ダムの建設、河川の改修、

河川高潮対策事業などを促進し、あわせて、急速に発達する市街地およびその周辺地域にお

ける河川の整備を図る。また、水利用の高度化に伴う水利の安定、河川の浄化、河川敷の適

正利用、骨材採取の規制など、河川管理の適正を図り、水害に備え水防体制の強化を図る。 

 

［資料］２－４－１ 主要河川 

 

第４項 海岸 

 

本市の海岸総延長は、５８．７km であり、このうち海岸保全区域に指定されているのは、

１９ヵ所、約３７．７kmで、総延長の約６４．２％にあたる。 

海岸保全区域の海岸は、港湾海岸、漁港海岸、一般海岸に分けられる。港湾海岸について

は、国土交通省が所管で、県が管理等を行う。漁港海岸については、農林水産省が所管で、

市（水産振興課）が管理等を行う。一般海岸については、国土交通省が所管で、管理区分に

より県（宇部土木建築事務所）または市（商工振興課）が管理等を行う。 

これら海岸保全区域については、高潮対策事業等により、既存施設の維持並びに改良に努

めるとともに、地域開発の進展に伴う背後地の重要性に対応した保全施設の整備を図る。 

 

第５項 低地 

 

本市は、近年の都市化の進展や各種開発に伴い、土地の保水能力が低下したため、雨水の

流出量が増大し、低地において浸水が度々発生している。 

市街地の浸水防除を図るために、河川の整備をするとともに、公共下水道事業等を推進し、

あわせてポンプ場の整備を図る。 

また、流域から一挙に大量の雨水が低地に流入することを抑制する対策が必要であり、今

後、総合的な低地対策を検討するため、集中豪雨時における浸水状況を調査し、慢性的な排

水不良地域の総合的な防災対策を検討することとする。 

 

第６項 ため池 

 

本市のため池は、江戸時代に推進された開墾・干拓地の用水源として数多く作られ、その

数は約６６０ヵ所となっている。 

これらのため池は、今日も重要な農業用水源として、また洪水調節や自然環境保全に寄与
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しているが、一方そのほとんどが、造られてから１００年以上を経て老朽化が進んでいるた

め、危険ため池の改修・整備等が望まれる。 

ため池の決壊は、農地の流出はもとより、人命・財産に重大な被害をもたらすことから、

ため池災害を未然に防止することは、民生の安定と国土保全の上から極めて重要である。 

このため、県及び市（農林整備課）は、老朽ため池の実態把握に努め、ため池等整備事業

等により、下流への影響度や老朽度に応じて計画的に整備を推進する。また、ため池管理者

の適切な維持管理とあいまって、水防管理関係機関との連携による適確な防災体制の確立及

びため池ハザードマップの効果的な利活用を図り、ため池災害の未然防止に努める。 

 

 

第２節 災害危険区域の設定 

 

第１項 設定の目的 

 

河川、海岸その他土地の状況により、洪水、高潮、地すべり、山崩れ、火災その他異常な

現象により災害の発生するおそれがある地域について、災害発生を未然に防止し、または被

害の拡大を防ぐための必要な対策及び事前措置を的確に実施するために、あらかじめ調査を

し、その実態を把握するものである。 

 

第２項 危険区域の設定基準 

 

１ 河川海岸関係 

河川及び海岸について、洪水による災害予防に重点をおくべき区域として、次のいずれ

か１つの基準以上のものを設定した。 

（１）河川または海岸の堤防の決壊または溢水箇所の延長が１００ｍ以上 

（２）人的被害のあるもの 

（３）耕地被害が１０ｈａ以上のもの  

 

［資料］２－４－２ 水防警報区域と重要水防箇所 

 

２ 漁港区域関係 

背後に人家または耕地等を有する海岸について、波浪・高潮・洪水等による災害防止の

ため、次のいずれかに該当するものを設定の基準とする。 

（１）天然海岸の地盤高または護岸天端高が必要高さ以下のところ 

（２）護岸が老朽または損耗等で崩壊のおそれがあるところ  

 

［資料］２－４－３ 海岸保全区域 

 

３ 地すべり危険箇所（地すべり防止区域を含む） 

地すべり区域（地すべりしている区域または地すべりするおそれの極めて大きい区域）

及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、もしくは誘発しまたは

助長し、もしくは誘発するおそれの極めて大きい地域の面積が５ｈａ（市街化区域〔市街

化区域及び市街化調整区域に関する都市計画区域が定められていない都市計画区域にあっ
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ては用途地域〕にあっては２ｈａ）以上で、次の各号の１に該当するもの。 

（１）多量の崩土が、渓流または河川に流入し、下流河川に被害を及ぼすおそれのあるもの 

（２）鉄道、県道以上の道路または迂回路のない市道、その他公共施設のうち重要なものに

被害を及ぼすおそれのあるもの 

（３）官公署、学校、病院等の公共施設のうち、重要なものに被害を及ぼすおそれのあるも

の 

（４）貯水量３０，０００㎥以上のため池、関係面積１００ｈａ以上の用排水施設もしくは

農道または利用区域面積５００ｈａ以上の林道に被害を及ぼすおそれのあるもの 

（５）人家１０戸以上に被害を及ぼすおそれのあるもの 

（６）農地１０ｈａ以上に被害を及ぼすおそれのあるもの 

（７）前項の基準に該当しないが、地すべりにより人家等に被害を及ぼすおそれのあるもの  

 

［資料］２－４－４ 地すべり危険箇所（地すべり防止区域を含む） 

 

４ 危険ため池 

防災重点農業用ため池のうち、老朽化したため池であって、次のいずれか１つ以上に該

当し、早期に補強等を必要とするもので、ため池が決壊した場合人家１戸以上又は重要な

公共施設に直接被害が及ぶおそれのあるもの 

（１）堤体の老朽化及び断面の不足(堤体からの漏水、余裕高不足、天端幅不足、法面勾配不

安定、法面浸食) 

（２）取水施設の老朽化(斜樋及び底樋の破損又は漏水) 

（３）余水吐の老朽化及び断面不足(破損又は断面不足) 

 

［資料］２－４－５ 危険ため池 

 

５ 山地災害危険地区 

山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流出危険地区及び地すべり危険地区から流出する土石によ

る危害が人家１戸以上又は公共施設に直接及ぶおそれのある地区で危険度によりＡ、Ｂ、

Ｃに区分する。 

（１）山腹崩壊危険地区 

崩壊が発生し、又は崩壊の危険のある山腹及びそれに接続する地区 

（２）崩壊土砂流出危険地区 

渓流において、山腹崩壊又は地すべりにより発生した土砂が土石流等となって流出

するおそれがある地区 

（３）地すべり危険地区 

地すべり防止区域に指定された箇所又はそれ以外の箇所で指定基準に相当し、現に

下流に被害を与え又は与えるおそれのある地区  

 

［資料］２－４－６ 山地災害危険地区 

 

 

６ 宅地造成工事規制区域 

宅地造成に伴い、崖崩れ又は土砂の流出のおそれが著しい市街地又は市街地となろうと
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する土地の区域を管轄する市町村長の意見を聴いて知事が指定し、その区域は宅地造成に

関する工事等による災害を防止するための必要な規制を行う。 

現在、宅地造成工事規制区域はない。 

 

７ 砂防指定地 

砂防設備を要する土地又は治水上砂防のため一定の行為を禁止若しくは制限すべき土地

で国土交通大臣が指定したもの。  

 

［資料］２－４－８ 砂防指定地 

 

８ 急傾斜地崩壊危険区域 

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」の目的を達成するために，同法第３

条の規定に基づき都道府県知事が指定する区域 

＜指定基準＞ 

①急傾斜地の高さが５ｍ以上のもの。 

②急傾斜地の崩壊により危害が生ずるおそれのある人家が５戸以上あるもの、または５戸

未満であっても，官公署，学校，病院，旅館等に被害が生じるおそれのあるもの。 

 

[資料]２－４－９ 急傾斜地崩壊危険区域 

 

９ 道路橋梁危険予想箇所 

主に大雨、強雨により地すべり、土崩れ、沢崩れ、落石、崩土、河川の増水等が発生し、

道路に危険な状態を及ぼすと予想される区間を想定した。 

なお、時間雨量及び連続雨量により、区間ごとに通行規制を行っている。  

 

［資料］２－４－１０ 道路橋梁危険予想箇所 

 

１０ 災害による孤立危険地区 

  中山間地域、沿岸地域、島嶼部等の地区及び集落のうち、道路交通または海上交通によ

る外部からのアクセスが、次により、人の移動・物資の流通が困難となり、住民生活が困

難もしくは不可能となる状態を想定した。 

  ・地震・風水害に伴う土砂災害や液状化等による道路構造物の損傷、道路への土砂堆積 

  ・津波による浸水、道路構造物の損傷、流出物の堆積 

  ・地震または津波による船舶の停泊施設の被災 

 

具体的には、以下の条件を想定した。 

（１）地区または集落へのすべてのアクセス道路が土砂災害危険箇所及び山地災害危険地区

に隣接しており、道路・橋梁が決壊すると迂回路がない。 

（２）船舶の停泊施設がある場合は、地震または津波により当該施設が使用不能となるおそ

れがある。 

 

［資料］２－４－１３ 災害による孤立危険地区 
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１１ 土砂災害警戒区域 

設定の基準 

  知事が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき

指定する急傾斜地の崩壊等が発生した場合には、住民等の生命又は身体に危害が生じるお

それがあると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害を防止するために警戒

避難体制を特に整備すべき区域として定める次の基準に該当するもの。 

（１）急傾斜地の崩壊 

ア 傾斜度が３０°以上で高さが５ｍ以上の区域（急傾斜地） 

イ 急傾斜地の上端から水平距離が１０ｍ以内の区域 

ウ 急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの２倍（５０ｍを超える場合は５０ｍ）以内の区

域 

（２）土石流 

土石流の発生のおそれがある渓流において、扇頂部から下流の部分及びこれに隣接する

部分で勾配が２°以上の区域 

（３）地すべり 

ア 地すべり区域（地滑りしている区域又は地すべりするおそれのある区域） 

イ 地すべり区域下端から、地滑り地塊の長さに相当する距離（２５０ｍを超える場合は  

２５０ｍ）の範囲内の区域 

 

１２ 土砂災害特別警戒区域 

設定の基準 

  知事が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき

指定する警戒区域のうち急傾斜地の崩壊等が発生した場合には、建築物に損壊が生じ住民

等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の

開発行為の制限及び居室を有する建築物の構造を規制すべき区域として定める次の基準に

該当するもの。 

（１）急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動又は堆積により建築物に作用する力の大きさが、

通常の建築物が土石等の移動等に対して住民等の生命又は身体に著しい危害が生ず

るおそれのある損壊を生ずることなく耐えることのできる力の大きさを上回る土地

の区域。 

（２）土石流により建築物に作用すると想定される力の大きさが、通常の建築物が土石流に

対して住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損壊を生ずること

なく耐えることのできる力の大きさを上回る土地の区域。 

（３）地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移動により力が建築物に作用した時から  

30分間が経過したときにおいて建築物に作用すると想定される力の大きさが、通常の

建築物が土石等の移動に対して住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれ

のある損壊を生ずることなく耐えることのできる力の大きさを上回る土地の区域等。 

 

[資料]２－４－１４ 宇部市 土砂災害警戒区域等 地区別指定箇所数一覧 

[資料]２－４－１５ 土砂災害警戒区域等の指定箇所一覧表 
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第３節 土砂災害注意区域の設定 

 

第１項 設定の目的 

 

土地の状況により、土砂災害の発生するおそれがあり、かつ要配慮者利用施設が存在する

地域について、災害発生を未然に防止し、または被害の拡大を防ぐための必要な対策及び事

前措置を的確に実施するために、あらかじめ調査をし、その実態を把握するものである。 

 

第２項 土砂災害注意区域の設定基準 

 

要配慮者利用施設のうち、災害危険区域（土砂災害警戒区域、地すべり危険箇所、急傾斜

地崩壊危険箇所）に設定されている施設を除いた要配慮者利用施設のうち、斜面上部（斜面

の肩から概ね１０ｍ以内）、斜面（勾配１０度以上の斜面）及び斜面下部（斜面下端から概ね

５０ｍ以内）の区域。 

 

１ 要配慮者利用施設 

（１）児童福祉施設（障害福祉課、保育幼稚園課、こども支援課） 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に規定する施設  

助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚

生施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、情緒障害児短期

治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センター 

（２）老人福祉施設（高齢者総合支援課） 

老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する施設及び有料老人ホ

ーム（同法第２９条に規定する施設）並びに老人居宅生活支援事業を行う施設等（同

法第５条の２第３項から第６項までに規定する事業を行うものに限る。）  

老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホ

ーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老人介護支援センター 

（３）介護保険施設（高齢者総合支援課） 

   介護保険法（平成１２年法律第１２３号）第８条第２４項に規定する施設及び健康保

険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正

前の介護保険法第８条第２６項に規定する施設 

    指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設 

（４）障害者支援施設（障害福祉課） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、障害者総合支

援法）（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する施設 

（５）障害福祉サービス事業所（障害福祉課） 

   障害者総合支援法第５条第６項に規定する療養介護、同条第７項に規定する生活介護、同

条第８項ｓに規定する短期入所、同条第１２項に規定する自立訓練、同条第１３項に規定す

る就労移行支援、同条第１４項に規定する就労継続支援及び同条第１７項に規定する共同

生活援助を行うものに限る。 

（６）身体障害者社会参加支援施設（障害福祉課） 

   身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第５条第１項に規定する施設 

    身体障害者福祉センター、補装具製作施設、盲導犬訓練施設及び視聴覚障害者情報
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提供施設 

（７）福祉ホーム（障害福祉課） 

   障害者総合支援法第５条第２８項に規定する施設 

    福祉ホーム 

（８）精神障害者退院支援施設（障害福祉課） 

   平成１８年９月２日厚生労働省告示第５５１号「厚生労働大臣が定める施設基準」に

基づく施設 

（９）地域活動支援センター（障害福祉課） 

   障害者総合支援法第５条第２７項に規定する施設 

（１０）医療提供施設（地域医療対策室） 

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の２第２項に規定する施設  

病院、診療所及び介護老人保健施設 

（１６）幼稚園（保育幼稚園課） 

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２２条に規定する学校施設  

（１７）その他  

ア 救護施設、更生施設、医療保護施設、授産施設及び宿泊提供施設（地域福祉課） 

  生活保護法（昭和２５年法律第４４号）第３８条第１項に規定する施設 

イ 特別支援学校（教育支援課） 

学校教育法第７２条に規定する学校施設  

ウ その他要配慮者に関連する施設  

 

［資料］２－４－１１ 土砂災害注意区域及び危険区域内の要配慮者利用施設 

 

 

第４節 防災パトロールの実施 

 

第１項 調査の目的 

 

災害に対する地域の特性と実態を把握し、被害の未然防止対策及び応急措置の適切な実施

を図るため、防災関係機関が合同して総合的な現地調査を行うものとする。 

 

第２項 実施要領 

 

１ 調査時期 

毎年、必要に応じて計画的に実施する。 

 

２ 調査区域 

主に、災害危険区域等とする。 

 

３ 参加機関 

（１）市（防災関係課、消防団） 

（２）消防局 

（３）警察（宇部警察署） 



2－4－10 

（４）県（宇部土木建築事務所） 

（５）防災関係機関 

（６）ボランティア団体 

  

４ 調査の方法 

関係機関及び市が把握している危険区域及び新たな危険が予想される区域を調査する。 

  

５ 調査内容 

（１）災害危険区域等の現況及び災害予防事業またはその予防計画 

（２）ヘリポート適地の確認 

（３）緊急避難場所、避難経路等の確認 

（４）応急対策資機材の確認 

（５）局地気象 

危険事態発生の要件となる基準事項の調査、確認 

例えば、降雨量、通報水位、警戒水位等 

（６）各種観測施設設備の状況 

（７）過去の災害発生状況 

 

６ 結果の公表 

市（防災危機管理課）は、調査結果をとりまとめ、各防災関係機関に対し公表するとと

もに危険区域内の関係住民に発表する。 
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第５章 災害情報体制の整備 

 

 

 

  

                                

災害情報の収集連絡体制 

情報通信体制の確保 

観測施設の整備 

住民からの相談窓口 

被災者等への情報伝達 

災
害
情
報
体
制
の
整
備 
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第１節 災害情報の収集連絡体制 

 

第１項 情報通信体制の確保 

 

１ 市（防災危機管理課）及び消防局の対策 

（１）通信路の充実 

通信路の多ルート化、通信ケーブル等の地中化の促進、無線を活用したバックアップ

対策、デジタル化の促進等を図っていくものとする。 

（２）非常用電源の確保 

自家用発電設備、無停電電源装置及びバッテリー等の予備電源の整備促進を図る。 

（３）非常通信の確保 

非常通信協議会と連携し、非常通信体制の確保を図るものとする。 

  

２ 通信網の拡充整備 

（１）市（防災危機管理課）及び消防局は、当該地域の被害状況等の把握、被災住民等への

情報提供に必要な通信網の整備を進めてきているが、更に整備充実を図る観点から、次

のような対策を講じるものとする。  

ア 管内防災関係機関、応急対策実施機関等との間に防災用移動系無線（デジタルＭＣ

Ａ無線）を整備し移動系防災行政無線を減局 

イ 同報系無線網の整備促進 

ウ 災害担当職員参集のための連絡手段として職員参集メール（携帯電話）の整備促進 

エ 防災相互通信用無線及び消防無線統制波の整備促進  

オ 衛星携帯電話の整備 

（２）多様な情報収集ルートを確保する観点から、民間企業等（タクシー等の業務用移動系、

アマチュア無線等による移動系の活用）、報道機関、住民等からの情報収集ルートについ

ても、整備を進める。 

（３）インターネット等による通信手段の整備を進める。 

 

３ 情報収集・伝達体制の整備 

市（防災危機管理課）、消防局及び防災関係機関は、災害発生時に情報収集・伝達連絡業

務に支障を来さないようにするため、体制の整備確立に努める。その際、夜間、休日等に

おいても適切に対処できる体制となるようにするものとする。 

（１）情報収集連絡窓口の明確化、責任者、担当者の指定 

（２）被災現場での情報収集担当地域及び担当者の指定、情報収集資機材の確保対策等 

（３）通信機器の運用計画 

（４）災害時に使用する災害応急対策用無線等の効果的活用、運用方法等の習熟 

（５）航空機、車両等による機動的な収集活動ができるよう関係防災機関で事前に調整する

など、体制の整備 

 

［資料］２－５－２ 宇部市災害情報体制 

  

４ 情報処理分析体制等の整備 

（１）災害情報データベースシステムの整備 

市（防災危機管理課）は、日頃から自然情報、社会情報、防災情報等防災関連情報の
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収集・蓄積に努め、防災マップの作成、地理情報システムの構築に努めるなど災害時に

活用できるような災害情報データベースシステムの整備に努める。 

（２）情報の分析整理 

市（防災関係課）は、収集した情報を的確に分析整理するため、必要な人材の育成を

図るとともに、必要に応じて専門家の意見が活用できるシステムづくりに努めるものと

する。 

  

５ 電気通信事業者（ＮＴＴ西日本）の対策 

（１）電気通信設備の防災計画  

ア 被災地に対する通信の途絶防止対策 

（ア）伝送路のループ化を推進する。 

（イ）孤立防止対策用衛星電話を設置する。 

（ウ）特設公衆電話の設置を行う。 

イ 異常輻輳対策 

（ア）災害時優先電話の通信確保を行う。 

（イ）ネットワークの効率的なコントロールを行う。 

（２）災害応急対策を円滑に実施するため、特に、緊急を要する応急復旧資機材、救急用物

資及び設営用物資の備蓄状況を常に把握し、定期的に点検する。 

（３）社員等の動員体制 

１次動員体制、２次動員体制を定め、迅速的確な対応が実施できる体制を講じる。 

（４）部外機関に対する応援又は協力の要請方法等 

災害が発生した場合に、応援の要請若しくは協力を求める必要があることを想定し、

必要な体制を整備しておく。 

（５）防災に関する訓練  

ア 防災を安全にして円滑かつ迅速に実施するため、電気通信設備等の災害応急復旧及

び通信疎通訓練を総括支店内の各事業所と協力して、定期又は随時に実施する。 

イ 市防災計画に基づく訓練については、積極的に参加する。  

 

６ 自主防災組織の情報体制 

自主防災組織は、災害の発生に備え、あらかじめ地域内における防災及び災害に関す

る情報の伝達及び収集の体制を整備するものとする。 

 

７ 市民の情報体制 

市民は、災害の発生に備え、あらかじめ気象情報及び防災情報の内容及び入手経路、

緊急避難場所、異常発生時の通報先その他必要な事項を把握しておくよう努めるものと

する。 

 

第２項 観測施設の整備 

 

１ 観測施設 

市内に、雨量計、水位計、検潮計、風向風速計等の観測施設を置く。 

 

［資料］２－５－１ 観測施設等 
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２ 施設の整備 

（１）市（防災危機管理課） 

予報の精度を高め、局地予報を的確に行うために、観測施設の整備促進を図る。 

また、ネットワーク化による気象情報システムをさらに発展させ、総合防災情報シス

テムの構築を図り、インターネットを通じて防災情報を提供し、自主防災意識の高揚を

図る。 

（２）県 

   県は、迅速かつ的確に河川情報を収集する「土木防災情報システム」、道路情報を収集

する「道路情報システム」、県内各地の震度情報を収集する「震度情報システム」等の各

種の災害に関する情報システムを整備し、運用しているところであるが、今後は「やま

ぐち情報スーパーネットワーク」・インターネットの情報網を活用し、地図情報・画像情

報を取り入れた総合的な防災情報システムの充実・強化を図っていく。 

   また、これらの情報を県民に提供し、自主防災意識の高揚を図る等、災害の未然防止

に努め、災害に強い県土づくりを実現する。 

 

第３項 住民からの相談窓口 

 

１ 防災に関する総合窓口は、防災危機管理課が行う。 

 

２ 「土砂災害１１０番」県土砂災害情報ネットワーク 

土砂災害の発生状況とあわせ、災害発生前の住民からの相談等の窓口を下記のとおりと

する。 

相談窓口 ＴＥＬ ＦＡＸ 

県砂防課砂防保全班 083－933－3754 083－933－3769 

県宇部土木建築事務所 21－7125 22－5231 

市土木河川課 34－8407 22－6050 

 

第４項 被災者等への情報伝達 

 

発災時において、被災者の不安、ストレスの解消及び社会秩序の維持等を図るためには、

災害情報、生活情報、安否情報等を的確に被災者に対して伝達することが必要となる。 

このため、情報伝達手段の多様化、情報伝達体制の充実を図っていく。 

 

１ 情報伝達手段の整備 

避難場所等への防災屋外スピーカー、防災用移動系無線（デジタルＭＣＡ無線）の整備

を推進する。 

 

２ 情報伝達体制の整備 

被災者の情報ニーズに対応するには、行政の対応だけでは十分ではなく、放送事業者を

含めた情報伝達体制の整備が必要となる。 

  

３ 被災者に提供する情報の整理 

被災者等に提供すべき情報について市（防災危機管理課）は、あらかじめ整理し、住民
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等からの問い合わせに対応できる体制を整備しておくものとする。 

また大災害時には、ＮＴＴが災害時の声の伝言板としての機能が期待される「災害用伝

言ダイヤル」を提供するため、被災者の安否確認に対しては、この災害用伝言ダイヤルの

利用をすすめるものとする。 

（１）災害用伝言ダイヤル 

ア 提供開始 

大災害時に、ＮＴＴが提供開始、録音件数等について決定し、テレビ、ラジオ等で

提供開始や利用方法について発表する。 

イ 利用方法 

①１７１にダイヤルする。 

②ガイダンスが流れる。 

③録音する場合「１」をダイヤルする。 

再生する場合「２」をダイヤルする。 

④ガイダンスが流れる。 

⑤被災地の安否確認したい人の電話番号をダイヤルする。 

⑥録音又は再生する。 

ウ 問い合わせ 

局番なしの１１６番又はＮＴＴ支店・営業所。 

（２）宇部市防災メール 

ア 目的 

平成１１年台風１８号の教訓から、防災情報の伝達・交換や災害情報などの収集・

伝達手段の一つとして、平成１２年から宇部市防災メーリングリストを開設。平成１

７年１月１５日から、防災情報を配信する「宇部市防災メール」に変更し、平成１９

年９月から新システムに移行し配信速度の迅速化を図る。 

イ 利用手段 

電子メール（携帯電話による利用可） 

登録・解除は「無料」 

ウ 運用 

①情報提供 

・気象注意報・警報等 

・雨量等の観測情報 

・災害発生情報 

・被災者支援情報 

・ボランティアの募集 

・訓練等の防災啓発行事 

②情報収集 

・地域の被災状況 

・避難場所の状況 

・ボランティアの要請 

③情報交換 

・気象用語や災害用語の解説 

・防災情報、防災知識の共有 

・防災に関する話題 
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エ 登録・解除方法 

市ウェブサイトへアクセスし登録及び解除を行う 

（https://www.city.ube.yamaguchi.jp/kurashi/bousai/bousai/1001208/1001211. 

html) 

（３）エリアメール（NTTドコモ）、緊急速報メール（au、ソフトバンク、楽天モバイル） 

「エリアメール、緊急速報メール」とは、気象庁が配信する「緊急地震速報・津波警

報」と、国・地方公共団体からの災害時の情報を、対象エリアに同報配信する「災害・

避難情報」を合わせたメールサービスの総称である。 

 「エリアメール、緊急速報メール」を受信した携帯電話は、自動でメッセージが表示

され、回線混雑の影響を受けずに受信することができる。（スマートフォンを含む。一部

未対応機種あり。） 

  ア 気象庁から配信されるもの 

・ 緊急地震速報 

・ 津波警報 

イ 避難指示等の災害・避難情報 

市から、NTT ドコモのエリアメールサービス、au、ソフトバンク、楽天モバイルの

緊急速報メールサービスにより配信する。 

①  配信対象 

宇部市域の電波エリア内の NTTドコモ、au、ソフトバンク、楽天モバイル携帯電話

（スマートフォンを含む。一部未対応機種あり。） 

   ② 配信項目 

   ・高齢者等避難   

・避難指示  

・緊急安全確保 

・警戒区域情報  

・津波注意報  

・津波警報 （上記 ア 参照） 

・大津波警報 （上記 ア 参照） 

・噴火情報  

・指定河川洪水警報  

・土砂災害警戒情報  

・東海地震予知情報  

・弾道ミサイル情報  

・航空攻撃情報  

・ゲリラ・特殊部隊攻撃情報  

・大規模テロ情報 

③ 配信方法 

職員が情報を入力し、該当エリア内の NTTドコモ、au、ソフトバンク、楽天モバイ

ル携帯電話（スマートフォンを含む。一部未対応機種あり。）に一斉配信 

（４）Ｌアラート 

Ｌアラートとは、避難指示等の防災情報を集約し、多様なメディアを通じて住民に情

報配信する全国的な共通基盤システムで、ＴＶ・ラジオ・インターネット等を通じて防

災情報を発信することが可能。 
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ア 発信する主な防災情報 

・避難指示等の情報（緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令等） 

・避難所の情報（開設・閉鎖した避難所の名称、住所等） 

・お知らせ情報（災害に関する県民向け情報（罹災証明発行手続、被災者支援等）） 

イ 配信方法 

職員が、県総合防災情報システム経由で情報を入力し、県内の参加メディアに一斉配信 
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第６章 災害応急体制の整備 

 

 

 

                              

市の防災体制 市職員の参集基準  

連絡手段の確保 

防災中枢機能の確保、充実 

災
害
応
急
体
制
の
整
備 

市の防災体制と配備基準 

市  

防災関係機関 

防災関係機関相互の連携体制 

防災マニュアル等 

防災資機材の整備 

防災資機材の備蓄状況 

協定の締結 

応援機関の活動体制の整備 

警察及び消防の支援体制の整備 

自衛隊との連絡体制 

防災資機材の整備対策 

海上保安部・署との連携体制

との連絡体制 

業務継続計画（BCP）及び災害時

受援計画の策定 
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第１節 市の防災体制 

 

第１項 市の防災体制と配備基準 

 

 災害発生時の対応を迅速・的確に実施するため、防災担当部局への専任職員の配置や、消

防局との人事交流等による連携など、組織の防災対応力の強化に努める。 

市の防災体制と配備基準を次のように定める。 

防災体制 配備基準 配備課 

第１警戒体制 

 

防災危機管理課による情報収集

活動または、防災危機管理課の指

示により防災関係課職員の自宅

待機等を行う体制 

大雨・洪水注意報、暴風雪・

暴風・大雪・波浪警報のうち

一つ以上が発表されたとき 

防災危機管理課 

第２警戒体制 

 

防災危機管理課の指示により、防

災関係課による災害予防対策ま

たは、災害応急対策を行う体制 

大雨・洪水・高潮警報のうち

一つ以上が発表されたとき 

防災危機管理課 

農林整備課 

土木河川課 

道路整備課 

下水道整備課 

下水道施設課 

状況に応じて防災危機管理

課が判断し、配備する課 

総務課 

職員課 

広報広聴課 

市民活動課 

２４センター 

地域福祉課 

障害福祉課 

高齢者総合支援課 

健康増進課 

地域医療対策室 

商工振興課 

水産振興課 

都市計画課 

住宅政策課 

公園緑地課 

建築指導課 

北部地域振興課 
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第３非常体制 

（水防本部体制） 

 

副市長を水防本部長として、防災

関係課が中心となり災害応急対

策を行う体制 

相当規模の災害が発生した

とき、または発生するおそれ

のあるとき 

 

（例えば、災害の種類が複数

発生した場合等） 

防災危機管理課 

広報広聴課 

市民活動課 

地域福祉課 

農林整備課 

土木河川課 

道路整備課 

下水道整備課 

下水道施設課 

北部地域振興課 

状況に応じて防災危機管理

課が判断し、配備する課 

総務課 

職員課 

２４センター 

障害福祉課 

高齢者総合支援課 

健康増進課 

地域医療対策室 

商工振興課 

水産振興課 

都市計画課 

住宅政策課 

公園緑地課 

建築指導課 

第４非常体制 

（災害対策本部体制） 

 

市長を災害対策本部長として、全

庁をあげて災害応急対策、または

災害復旧対策を行う体制 

大規模な災害が発生したと

き、または発生するおそれの

あるとき 

 

（例えば、防災関係課だけで

は対応が困難な場合等） 

全課等 
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第２項 市職員の参集基準 

 

（１） 第１・２警戒体制については、輪番等によりあらかじめ所属長が指名した職員をもっ

て配備にあたる。 

（２） 第３・４非常体制については、所属長等からの連絡により配備にあたる。 

（３） 交通機関等の途絶のため所定の職場に参集できない場合は、所属長にその旨を連絡す

るとともに最寄りの市民・ふれあいセンター等に参集する。 

 

第３項 連絡手段の確保 

 

職員の連絡手段については防災危機管理課が行うが、夜間・休日等は消防局通信指令課か

ら防災危機管理課等に連絡することにより２４時間体制とする。 

また、防災関係課職員の連絡手段については携帯電話等を逐次整備を進める。 

 

第４項 防災マニュアル等 

 

各対策部は、必要に応じて応急活動のためのマニュアルを作成し、職員への周知、定期的

に訓練を実施するなどして、使用する資機材や装備の取扱いの習熟、他の職員、関係機関等

との連携等について徹底するものとする。 

 

第５項 業務継続計画（ＢＣＰ）及び災害時受援計画の策定 

 

市は、大規模災害が発生し、本庁舎が被災した場合でも、発災直後からの災害対応業務

や優先度の高い通常業務を適切に実施できるよう、平成２６年４月業務継続計画（ＢＣＰ）

を策定した。 

また、他の自治体や機関からの応援を迅速かつ効率的に受け入れられるよう、平成２９

年５月に災害時受援計画を策定した。 

 

［資料］２－６－４６ 宇部市業務継続計画 

［資料］２－６－４７ 宇部市災害時受援計画 

 

 

第２節 防災関係機関相互の連携体制 

 

第１項 協定の締結 

 

１ 市における協定の締結 

市長（防災危機管理課）は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、他の

市町村の市町村長に対し、応援を求めることができる。この場合において、応援を求めら

れた市町村長等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。（災対法第６７条） 

また、市長（防災危機管理課）は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、

内閣総理大臣又は県知事（防災危機管理課）に対し、職員の派遣についてあっせんを求め

ることができる。（災対法第３０条） 
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その他、指定地方行政機関に対しても、職員の派遣を要請することができる。（災対法第

２９条） 

しかし、大規模な災害が発生した場合は、他の地方公共団体、公共的団体又は事業者等

に対し、迅速かつ的確に協力を要請する又は支援する必要があるため、あらかじめ協定を

締結するものとする。また、近隣の地方公共団体に加えて、大規模な災害等による同時被

災を避ける観点から、遠方に所在する地方公共団体との間の協定締結も考慮するものとす

る。 

（１）県外及び県内各市町による災害時相互応援協定（6協定） 

  ア 石油基地自治体協議会加盟団体災害時相互応援協定（55市町） 

  イ 瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定（７７市町村） 

  ウ 山口県及び市町相互間の災害時応援協定（20県市町） 

  エ 宇部市・宇治市災害時相互応援協定（2市） 

オ いわき市・宇部市災害時相互応援協定（2市） 

カ 持続可能な地域創造ネットワークを構成する市区町村の災害等における相互支援に

関する協定（13市町） 

（２）県内各市町による広域消防相互応援協定（4協定） 

  ア 山口県内広域消防相互応援協定（19市町 4消防組合） 

  イ 山口県消防防災ヘリコプター応援協定（19市町 4消防組合） 

  ウ 中国自動車道及び山陽自動車道における消防相互応援協定（10市 3消防組合） 

  エ 県道山口宇部線における消防相互応援協定（2市 1消防組合） 

（３）災害応急対策上必要な事項に関する各種団体等との協定（31協定） 

ア 集団発生傷病者救急医療対策に関する協定（宇部市医師会） 

イ 被災者への医療救護、健康管理及び薬剤の提供に関する包括協定（宇部市医師会・

宇部薬剤師会・山口県宇部健康福祉センター） 

ウ 災害時の相互協力に関する覚書（宇部市内郵便局） 

エ 災害時等における緊急放送に関する協定（ＦＭきらら） 

  オ ダム放流警報設備を利用した災害情報等の伝達提供に関する協定（山口県厚東川ダ

ム管理事務所、山口県宇部土木建築事務所） 

  カ 災害時の福祉避難所の運営に関する協定（宇部市内社会福祉法人等） 

  キ 災害時における倒木処理に関する協定（宇部・小野田植木造園業組合宇部造園研究

会の各会員） 

ク 災害時における燃料油の供給に関する協定（富士商株式会社） 

ケ 船舶による災害時等の協力に関する協定（西部マリン・サービス株式会社） 

コ 災害時における救援物資の調達及び供給に関する協定（西中国国分株式会社） 

サ 災害対応型自動販売機の運用に関する協定（コカ・コーラウエスト株式会社、サン

トリーフーズ株式会社、アサヒカルピスビバレッジ株式会社、ダイドードリンコ株

式会社） 

シ 災害時における情報交換に関する協定（国土交通省中国地方整備局） 

ス 災害時における連絡体制及び協力体制に関する覚書（中国電力ネットワーク株式会

社） 

セ 災害に係る情報発信等に関する協定（ヤフー株式会社） 

ソ 特設公衆電話の設置・利用に関する協定（西日本電信電話株式会社） 

タ 災害時における協力体制に関する協定（株式会社ＣＯＣＯＬＡＮＤ） 
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チ 災害時における地下水供給に関する協定（株式会社ＣＯＣＯＬＡＮＤ） 

ツ 災害時避難支援の協力等に関する協定（地区自主防災会） 

テ 災害時における支援協力に関する協定（山口県行政書士会） 

ト 災害時における救助物資確保に関する協定（生活協同組合コープやまぐち） 

ナ 災害時におけるＬＰガス等の供給に関する協定（山口県ＬＰガス協会宇部・小野田

支部、厚狭支部） 

ニ 災害時における物資供給に関する協定（株式会社ナフコ） 

ヌ 小野きずなトークを利用した災害情報等の伝達に関する協定（小野地区コミュニテ

ィ推進協議会） 

ネ 災害時におけるドローンを使用した支援活動に関する協定（山口県産業ドローン協

会） 

ノ 災害時における物資の調達及び供給に関する協定（株式会社グッデイ）  

ハ 災害時における物資供給に関する協定（株式会社ジュンテンドー） 

ヒ 災害時における協力体制に関する協定（伊藤忠エネクスホームライフ西日本株式会 

社） 

フ 災害時における電気自動車による電力供給に関する協定（日産自動車株式会社） 

へ 災害時等における宿泊施設等の提供に係る協定（宇部市旅館ホテル生活衛生同業組

合） 

ホ 災害時における物資の調達及び供給に関する協定（株式会社ミスターマックス・

ホールディングス） 

マ 災害時の歯科医療救護活動に関する協定（宇部歯科医師会） 

  

（１） 

［資料］２－６－16 石油基地自治体協議会加盟団体災害時相互応援協定 

［資料］２－６－17 瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定 

［資料］２－６－18 山口県及び市町相互間の災害時応援協定 

［資料］２－６－19 宇部市・宇治市災害時相互応援協定 

［資料］２－６－32 いわき市・宇部市災害時相互応援協定 

[資料] ２－６－44 持続可能な地域創造ネットワークを構成する市区町村の災害等におけ

る相互支援に関する協定 

（２） 

［資料］２－６－１ 山口県内広域消防相互応援協定 

［資料］２－６－20 山口県消防防災ヘリコプター応援協定 

［資料］２－６－21 中国自動車道及び山陽自動車道における消防相互応援協定 

［資料］２－６－22 県道山口宇部線における消防相互応援協定 

（３） 

［資料］２－６－２ 集団発生傷病者救急医療対策に関する協定 

［資料］２－６－３ 被災者への医療救護、健康管理及び薬剤の提供に関する包括協定 

［資料］２－６－４ 災害時における宇部市、宇部市内郵便局間の相互協力に関する覚書 

［資料］２－６－５ 災害時等における緊急放送に関する協定 

［資料］２－６－８ 厚東川ダム放流警報設備を利用した災害情報等の伝達提供に関する 

協定 

［資料］２－６－９ 今富ダム放流警報設備を利用した災害情報等の伝達提供に関する協定 
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［資料］２－６－10 災害時の福祉避難所の運営に関する協定 

［資料］２－６－11 災害時における倒木処理に関する協定 

［資料］２－６－12 災害時における燃料油の供給に関する協定 

［資料］２－６－13 船舶による災害時等の協力に関する協定 

［資料］２－６－14 災害時における救援物資の調達及び供給に関する協定 

［資料］２－６－15 災害対応型自動販売機の運用に関する協定 

［資料］２－６－23 災害時における情報交換に関する協定 

［資料］２－６－24 災害発生時の連絡体制及び協力体制に関する覚書 

［資料］２－６－26 災害に係る情報発信等に関する協定 

［資料］２－６－27 特設公衆電話の設置・利用に関する協定 

［資料］２－６－28 災害時における協力体制に関する協定 

［資料］２－６－29 災害時における地下水供給に関する協定 

［資料］２－６－30 災害時避難支援の協力等に関する協定 

［資料］２－６－31 災害時における支援協力に関する協定 

［資料］２－６－33 災害時における救助物資確保に関する協定 

［資料］２－６－34 災害時におけるＬＰガス等の供給に関する協定 

［資料］２－６－35 災害時における物資供給に関する協定 

［資料］２－６－36 小野きずなトークを利用した災害情報等の伝達に関する協定 

[資料] ２－６－37 災害時におけるドローンを使用した支援活動に関する協定 

[資料] ２－６－38 災害時における物資の調達及び供給に関する協定 

[資料] ２－６－39 災害時における物資供給に関する協定 

[資料] ２－６－40 災害時における協力体制に関する協定 

[資料] ２－６－41 災害時における電気自動車による電力供給に関する協定 

[資料] ２－６－42 災害時等における宿泊施設等の提供に係る協定 

[資料] ２－６－43 災害時における物資の調達及び供給に関する協定 

[資料] ２－６－45 災害時の歯科医療救護活動に関する協定 

 

２ 県における協定の締結 

（１）他都道府県との相互応援協定 

（２）医療救護活動に関する協定 

ア 県医師会、県薬剤師会、県歯科医師会、県看護協会及び日本赤十字社山口県支部と 

の協定 

イ 災害派遣医療チーム(DMAT)指定病院との協定 

（３）要配慮者支援に関する協定 

ア 関係福祉団体との協定 

イ  県旅館生活衛生同業組合との協定 

  ウ （公財）山口県国際交流協会との協定 

（４）報道機関との協定 

（５）災害応急対策用車両の確保に関する協定 

ア 県トラック協会との協定（車両の確保、物流の専門家派遣等） 

イ 県バス協会との協定 

ウ 県乗用自動車協会との協定 

エ 県レンタカー協会との協定 
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（６）災害応急対策用船舶の確保に関する協定 

ア 県旅客船協会との協定 

イ 県内航海運組合との協定 

（７） 緊急支援物資等保管先の確保に関する協定 

ア 県倉庫協会との協定 

イ 県冷蔵庫協会との協定 

（８） 物資配送等に関する協定 

    大手運送業者との協定 

（９）応急対策業務に関する協定 

ア（一社）山口県建設業協会及び同協会支部との協定 

イ（一社）山口県測量設計業協会との協定 

ウ（一社）プレハブ建築協会との協定 

エ（一社）全国木造建設事業協会との協定 

オ 警備業者との協定 

カ 山口県衛生仮設資材事業協同組合との協定 

キ（一社）山口県ＬＰガス協会との協定 

ク（一社）山口県産業廃棄物協会との協定 

ケ 中国地方整備局及び海洋土木関係団体との協定 

コ（一社）日本建設業連合会中国支部との協定 

サ（一社）全国クレーン建設業協会山口支部との協定 

シ 県電気工事工業組合との協定 

ス（一社）山口県電業協会との協定 

セ 県管工事工業協同組合との協定 

ソ（一社）山口県ビルダーズネットワークとの協定 

タ 山口県建設労働組合との協定 

チ 西瀬戸ビルダーズサロンとの協定 

ツ（一社）山口県建築協会との協定 

テ （一社）ＪＢＮ・全国工務店協会との協定 

ト 全国建設労働組合総連合との協定 

ナ 山口県瓦工事業協同組合との協定 

ニ 山口県鳶工業連合会との協定 

ヌ （一社）日本鳶工業連合会との協定 

ネ （一社）災害復旧職人派遣協会との協定 

（10）通信設備の利用に関する協定 

ア 警察通信設備の使用に関する協定 

イ ＪＲ西日本通信設備の使用に関する協定 

ウ（一社）日本アマチュア無線連盟山口県支部との協定 

（11）食料・飲料水及び生活必需品の供給に関する協定 

大手流通業者等との協定 

 

［資料］２－６－７ 災害救助に必要な物資の調達に関する協定締結団体 

 

（12）医薬品、血液製剤等の供給に関する協定 
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ア 山口県薬業卸協会との協定 

イ 山口県製薬工業協会との協定 

ウ 山口県医療機器販売業協会との協定 

エ 日本産業・医療ガス協会中国地域本部との協定 

（13）災害時における住宅の早期復興に向けた協力に関する協定 

独立行政法人住宅金融支援機構との協定 

（14）災害情報の収集に関する協定 

ア 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）・国立大学法人山口大学との 

協定 

イ 国土地理院との協定 

ウ 山口県産業ドローン協会との協定 

（15）災害時における避難者支援に関する協定 

   公益社団法人隊友会 山口県隊友会との協定 

（16）その他災害応急対策上必要な事項に関する協定 

 

第２項 警察及び消防の支援体制の整備 

 

警察及び消防は、全国的に組織された警察災害派遣隊及び緊急消防援助隊の県内援助隊に

係る体制及び資機材等の整備を図るものとする。 

 

第３項 応援機関の活動体制の整備 

 

１ 市は、近隣市町（消防本部等）、隣接県等からの応援の受入窓口、指揮命令系統等に必要

な体制をあらかじめ定めておく。また、救援活動において重要となる臨時ヘリポート等の

確保に努めるものとする。 

２ 市及び県は、大規模災害時の多数の救助部隊の活動拠点を確保するため、災害類型等に

対応した活動拠点の整理を行うとともに、高潮や津波被害を想定し、新たに内陸部に活動

拠点を確保する。 

 

 

第３節 自衛隊との連絡体制 

 

災害緊急時の自衛隊の派遣要請は、県知事に要求する。市長は、自衛隊の派遣要請をする

よう県知事に求めた場合、その旨及び災害の状況を防衛大臣又はその指定する者に通知する

ことができる。また、県知事が要請出来ない場合においては、市長は、その旨及び災害の状

況を防衛大臣又はその指定する者に通知することができる。 

県の派遣要請にかかる手順及び市長が直接通知を行う場合の連絡先は、以下のとおりとな

る。 
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宇 部 市 県出先機関
派遣要請の要求

山口県知事
（防災危機管理課）

派遣要請
の要求

通知

※通知 ① 電話要請
② 後日文書要求

① 防災無線
② 後日文書

 

部隊名 電話番号 部隊名 電話番号 

陸
上
自
衛
隊 

山口地方協力本部 

（山口市） 

083-922-2325 

海
上
自
衛
隊 

小月教育航空群 

（下関市） 

083-282-1180 

第１７普通科連隊 

（山口市） 

083-922-2281 第３１航空群 

（岩国市） 

0827-22-3181 

第１３師団 

（広島県） 

082-822-3101 下関基地隊 

（下関市） 

083-286-2323 

中部方面総監部 

（兵庫県） 

0727-82-0001 呉地方総監部 

（広島県） 

0823-22-5511 

航
空
自
衛
隊 

第１２飛行教育団 

（防府市） 

0835-22-1950 佐世保地方総監

部 

（長崎県） 

0956-23-7111 

航空教育隊 

（防府市） 

0835-22-1950 ※知事が要請できない場合 

西部航空方面隊 

（福岡県） 

092-581-4031  

第３術科学校 

（福岡県） 

093-223-0981  

 

第４節 海上保安部・署との連携体制 

 

 県及び市町は、海上保安庁が洋上で救助した傷病者を迅速に医療機関まで搬送できるよう、

消防等とヘリコプター離着陸場等を確保しておくとともに、大型巡視船からの救急搬送も想

定し、消防防災ヘリ等による着船訓練の実施に努める。 
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第５節 防災中枢機能の確保、充実 

 

災害発生時において市、県及び防災関係機関が円滑に活動するためには、これらの機関の

防災中枢機能の確保が前提となることから、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設、

設備等について、安全性の確保及び充実を図ることが望まれる。 

このため、次の対策を講じるものとする。 

第１項 市 

 

１ 既存の施設設備にあっては、安全点検を計画的に実施する。 

 

２ 市庁舎の防災中枢機能が被災した場合に備えた代替機能施設の整備に努める。 

なお、代替機能施設は、ときわ湖水ホールとする。 

 

３ 庁舎等災害応急対策に係る機関が保有する施設設備については、停電時への対応が可能

となるよう代替エネルギーシステムの活用も含めた自家発電設備の整備を推進する。 

 

４ 資料の被災を回避するため、免震性及び非常用電源等の確保された市内施設において、

各種データの整備保全、バックアップ体制を推進する。 

 

第２項 防災関係機関 

 

各防災関係機関は、防災中枢機能の確保、充実に努める。 

 

 

第６節 防災資機材の整備 

 

第１項 防災資機材の備蓄状況 

 

１ 防災資機材は、地域防災拠点となる市民・ふれあいセンターから年次的に整備を進める

必要があり、その後、各避難予定場所にも整備が必要である。 

 

２ 水防用の防災資機材は、市の水防倉庫及び山口県宇部土木建築事務所に備蓄されている。 

 

３ 市（道路整備課）は、危険箇所付近における土砂、竹木等の採取について、それらの所

有者と事前に協議あるいは契約を締結する等により確保し、災害の発生に備えるものとす

る。 

 

［資料］２－６－６ 水防倉庫と資機材 

 

第２項 防災資機材の整備対策 

 

１ 備蓄資機材は、次の資機材を基準とする。 

ただし、水防用資機材は、［資料］２－６－６「水防倉庫と資機材」に定める。宇部市は



2－6－12 

指定水防管理団体であるので、おおむね重要水防箇所内の堤防の延長２ｋｍについて１箇

所の水防倉庫又は資機材備蓄場所を設置しなければならない。 

 

救助用機器 ジャッキ、バール、ハンマー、シャベル、カッター、鋸、斧、掛け矢、

発電機、投光機 

救助用品 担架、リヤカー、毛布、救助ロープ、標識ロープ、消火器、防水シート、

メガホン、ラジオ、懐中電灯、非常用トイレ 

救急・衛生用品 災害用救急箱、紙おむつ、生理用品、哺乳ビン、消臭スプレー、ドライ

シャンプー、マスク、非接触型体温計、使い捨て手袋 

調理器具 煮炊きレンジ、カセットコンロ、調理セット、食器セット、ポリタンク 

非常用食料 ミネラルウォーター、非常食セット 

避難生活用品 テント、パーティション、段ボールベッド、折り畳みベッド、毛布、 

ブランケット 
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第７章 避難予防対策 

 

 

 

 

                           

避難計画 

避難の指示事項 

避難の指示の伝達手段 

避
難
予
防
対
策 

避難の指示等の基準 

学校及び幼児教育施設  

病院 

緊急避難場所への経路及び 
誘導方法 

避難順位の一般的基準 

避難場所の名称、所在地、対象
地区及び対象人口 

建設可能な用地の把握 

携帯品の一般的基準 

避難所の運営管理 

避難所の整備に関する事項 

避難所開設に伴う被災者救済 
措置 

緊急避難場所、避難所について
の普及啓発 

学校その他防災上重要な 
施設の避難計画 

福祉関係施設 

その他の施設 

公営住宅等の空家状況把握 

応急仮設住宅の建設 
及び住宅の提供 

建設資材の供給可能量の把握 
及び調達・供給体制 

土砂災害警戒区域における警戒
避難体制等の整備 

教育機関及び事業者等の避難 
及び帰宅困難者対策 

避難所 

民間賃貸住宅の活用 
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第１節 避難計画 

 

第１項 避難の指示等の基準 

 

土砂災害（山崩れ、斜面崩壊、地すべり、土石流）、浸水害の発生またはそのおそれがある

とき。 

具体的な基準については、第３部第５章「避難計画」にあらかじめ定めておく。 

 

第２項 避難の指示事項 

 

避難の指示にあたって、混乱を招かないように必要な事項をあらかじめ定めておく。 

 

１ 避難の指示の発令者 

 

２ 指示等の理由 

 

３ 対象地域の範囲 

 

４ 誘導者 

 

５ 緊急避難場所、避難経路 

 

６ 携帯品の制限等 

 

７ その他 

災害の状況により必要となる事項 

 

第３項 避難の指示の伝達手段 

 

避難の指示等を発令した場合の伝達手段等について、あらかじめ定めておく。伝達にあた

っては、地域住民に周知徹底するため、市による対応だけでなく、警察、消防機関、報道機

関等の協力による伝達体制を整備しておく。要配慮者については、その円滑かつ迅速な避難

の確保が図れるよう必要な情報の提供その他の必要な配慮をするものとする。 

 

１ メール、無線、電話及び公共放送等による伝達 

防災メール、防災屋外スピーカー、電話、ＦＡＸ等、テレビ、ラジオ 

 

２ 広報車、伝達員による直接伝達（警察、消防局、消防団、市防災関係課） 

 

第４項 避難場所の名称、所在地、対象地区及び対象人口 

 

１ 緊急避難場所の指定 

あらかじめ、避難の予定となる施設を避難場所として設定しておく。 
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また、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における円滑かつ迅速な避難を図る

ため、政令で定められた基準に適合する施設又は場所を、地震、津波、土砂災害、洪水、高

潮等災害種類ごとに、緊急避難場所として指定する。 

 緊急避難場所を指定しようとするときは、当該緊急避難場所の管理者の同意を得るものと

する。 

 緊急避難場所を指定したときは、その旨を県知事に通知するとともに、公示するものとす

る。 

 

２ 緊急避難場所の指定基準 

（１）地震以外の災害を対象とする緊急避難場所の指定基準 

 ア 管理条件 

   災害が切迫した状況において、速やかに、緊急避難場所が開設される管理体制を有し

ていること。 

 イ 立地条件 

   災害発生のおそれがない区域（安全区域）内に緊急避難場所が立地していること。 

 ウ 構造条件 

   緊急避難場所が安全区域外に立地する場合には、当該災害に対して安全な構造である

ことのほか、このうち洪水、高潮、津波等については、その水位よりも上に避難上有効

なスペース等があること。 

（２）地震を対象とする緊急避難場所の指定基準 

   上記管理条件に加えて、 

 ア 当該施設が地震に対して安全な構造であること。 

  又は 

 イ 当該場所又はその周辺に、地震発生時に人の生命・身体に危険を及ぼすおそれのある

建築物や工作物等の物がないこと。 

 

３ 緊急避難場所に関する届出 

緊急避難場所の管理者は、当該緊急避難場所を廃止し、又は改築その他の事由により当

該緊急避難場所の現状に政令で定める重要な変更を加えようとするときは、内閣府令で定

めるところにより市長に届け出るものとする。 

 

４ 指定の取消し 

 市長は、当該緊急避難場所が廃止され、又は指定基準に適合しなくなったと認めるとき

は、指定を取り消すものとする。 

 緊急避難場所を取り消したときは、その旨を県知事に通知するとともに、公示するもの

とする。 

 

［資料］２－７－１ 緊急避難場所及び避難所一覧 

 

第５項 避難所 

 

１ 避難所の指定 

市長は、想定される災害の状況、人口の状況その他の状況を勘案し、災害が発生した場
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合における適切な避難所の確保を図るため、政令で定められた基準に適合する施設を、避

難所として指定する。 

また、指定避難所が使用できなくなる場合も想定し、あらかじめ避難所として利用可能

な施設を把握し、協定を締結しておく。 

なお、避難所を指定しようとするときの管理者の同意、指定時の県知事への通知、公示、

避難所に関する届出、指定の取り消し等、緊急避難場所と同様に行う。 

 

２ 避難所の指定基準 

（１）規模条件 

被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有するものであること 

（２）構造条件 

速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布することが可能

な構造又は設備を有するものであること 

（３）立地条件 

想定される災害による影響が比較的少ない場所に立地していること 

（４）交通条件 

車両その他の運搬手段による物資の輸送等が比較的容易な場所にあるものであること 

 

３ 福祉避難所 

要配慮者で一般の避難所での生活に支障をきたすなど、何らかの特別の配慮を必要な対

象者に対し、その対応が可能な福祉避難所を指定するものとする。 

 

［資料］２－７－１ 緊急避難場所及び避難所一覧 

 

第６項 緊急避難場所への経路及び誘導方法 

 

高齢者、障害者等の要配慮者に対する避難誘導（地域住民、自主防災組織等の協力による

避難誘導）について考慮した内容に努めることとする。 

 

１ 避難誘導体制 

（１）誘導責任者、協力者 

誘導機関としては、警察、消防機関、市職員、その他責任ある立場にある者等いろい

ろ考えられるが、避難誘導が迅速に行われるよう警察官、市職員以外に地域の誘導責任

者を定め、誘導協力者を選ぶこと。 

（２）避難指示者（市長、警察官、海上保安官）と誘導担当機関との連絡 

指示者と誘導担当機関（者）は異なる場合があり、その場合は全機関が一致協力して

誘導する必要があるため、相互の連絡を密にして意思の疎通を図る必要がある。 

 

第７項 避難順位の一般的基準 

 

避難は要配慮者を優先するものとする。 
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第８項 携帯品の一般的基準 

 

１ 携帯品として認められるもの 

貴重品（現金、預金通帳、印鑑、有価証券等）、常備薬、懐中電灯、携帯ラジオ 

 

２ 余裕がある場合は、上記の他若干の食料品、日用品等も認められる。 

ただし、災害の状況によっては、その他の携帯品を制限することができる。 

 

第９項 避難所の運営管理 

 

市は、災害時に避難所の運営が円滑に行われるよう、自主防災組織、教育機関及び事業者

等と連携し、あらかじめ避難所の運営に係る協力体制を整備するとともに、福祉避難所の拡

充及びその運営に係る協力体制の整備に努めるものとする。 

 市、自主防災組織、教育機関及び事業者等は、避難所の運営に当たっては、女性の参画を

推進するとともに、要配慮者に配慮するものとする。 

また、避難所における活動を円滑に実施するために必要となる事項について、あらかじめ

定めておくものとする。 

感染症対策について、避難所における避難者の過密抑制や感染症患者が発生した場合の対

応を含め、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとする。 

 

１ 管理運営体制の確立 

管理責任者、従事者等についてあらかじめ定めておくものとする。 

 

２ 避難者名簿 

 

３ 避難収容中の秩序保持（管理要領） 

 

４ 災害情報等の伝達（生活情報、安否情報、応急対策実施情報等） 

 

５ 各種相談業務 

 

第１０項 避難所開設に伴う被災者救済措置 

 

１ 給水措置 

 

２ 給食措置 

 

３ 毛布、寝具等の支給 

 

４ 衣料、日用品の支給 

 

５ 負傷者に対する応急救護 
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第１１項 避難所の整備に関する事項 

 

市（地域福祉課）は、防災関係機関その他関係団体と連携し、避難所で必要となる物資

の確保及び備蓄を行うものとする。 

 

１ 避難生活の環境を良好に保つための設備整備（換気、照明等） 

 

２ 避難所として必要な施設・設備の整備（貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、非常用電源、通信機器、空調等） 

 

３ 災害情報の入手に必要な機器の整備（テレビ、ラジオ等） 

 

４ 避難所での備蓄 

食料品、水、常備薬、マスク、消毒液、体温計、間仕切り、炊出し用具、毛布、再生可

能エネルギーの活用を含めた非常用電源等避難生活に必要な物資 

 

第１２項 緊急避難場所、避難所等についての普及啓発 

 

１ 平常時における広報 

（１）広報紙、掲示板、パンフレット、ハザードマップ等の作成及び配布 

（２）住民に対する巡回指導 

（３）防災訓練等の実施 

 

２ 災害時における広報 

（１）広報車による周知 

（２）避難誘導員による現地広報 

（３）自治会等自主防災組織を通した広報 

 

第１３項 土砂災害警戒区域における警戒避難体制等の整備 

 

 急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生じるおそれがある

と認められる区域であり、次のとおり整備しておく。 

 

１ 土砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報又は警報の発令及び伝達、避難、救助等 

２ 高齢者、障害者、乳幼児等、要配慮者利用施設への土砂災害に関する情報、予報及び警

報の伝達方法 

３ 土砂災害に係る避難訓練の実施に関する事項 

４ 要配慮者利用施設の名称及び所在地 

５ 救助に関する事項 

６ 土砂災害に関する情報の伝達、緊急避難場所に関する事項及び円滑な警戒避難を確保す

る上で必要な情報を記載した印刷物（ハザードマップ）の配布 
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第２節 教育機関及び事業者等の避難及び帰宅困難者対策 

 

 教育機関及び事業者等は、災害時にその管理する施設のうち緊急避難場所・避難所に指定

されていない施設について、災害の規模その他の状況により当該施設を臨時的な緊急避難場

所・避難所として開設する必要があるときは、市及び自主防災組織と連携し、当該施設を緊

急避難場所・避難所として開設するよう努めるものとする。 

 また教育機関及び事業者等は、児童等、従業員その他の関係者が帰宅困難者（勤務先、外

出先等において、災害時に交通機関の停止、道路の寸断等により帰宅することが困難な者を

いう。）となるときに備え、市及び防災関係機関と連携し、必要な物資の確保及び備蓄を行う

よう努めるものとする。 

 

 

第３節 学校その他防災上重要な施設の避難計画 

 

学校、病院その他多数の者を収容する施設及び福祉関係施設管理者等は、次の事項に留意

し、関係機関と協議のうえ、あらかじめ避難計画を作成し関係職員等に周知徹底するととも

に、訓練等を実施するなど避難について万全を期するものとする。 

 

第１項 学校及び幼児教育施設 

 

学校及び幼児教育施設については、それぞれの地域の特性等を考慮した避難場所、経路、

時期及び誘導並びにその指示伝達の方法、収容施設の確保、保健衛生等に関する事項 

 

第２項 病院 

 

病院については、患者を他の医療機関又は、安全な場所へ避難させる場合の収容施設の確

保、移送の方法、保健衛生等に関する事項 

 

第３項 福祉関係施設 

 

福祉関係施設については、入所者に対する避難の指示伝達、職員の分担、移送、介護等に

関する事項 

 

第４項 その他の施設 

 

その他防災上重要な施設については、避難場所、経路、誘導責任者及び指示伝達方法等に

関する事項 
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第４節 応急仮設住宅の建設及び住宅の提供 

 

市（住宅政策課、営繕課）及び県は、被災者に対して応急仮設住宅等の住宅が迅速に提供

されるよう、あらかじめ必要な体制を整備しておくものとする。 

 

第１項 建設可能な用地の把握 

 

あらかじめ応急仮設住宅の建設可能な用地を把握するなど、供給体制の整備をしておく。 

 

第２項 建設資材の供給可能量の把握及び調達・供給体制 

 

応急仮設住宅の建設に必要な資機材に関し、供給可能量の把握及び調達・供給体制をあら

かじめ整備しておく。 

 

第３項 公営住宅等の空家状況把握 

 

公営住宅及び民間賃貸住宅等の空家状況を常に把握し、災害時における被災者への迅速な

提供、入居に当たっての選考基準、入居手続き等について、あらかじめ定めておくものとす

る。 

 

第４項 民間賃貸住宅の活用 

 

民間賃貸住宅の災害時の活用については、業界団体との協定の締結に努める。 
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第８章 救助・救急、医療活動 

 

 

 

  

 

救助・救急活動 

広域応援者受入体制等の整備

   

救助・救急隊員の充実 

医療救護活動体制の確立 

健康管理体制の確立 

血液製剤の確保体制の確立 

医療活動 

救
助
・
救
急
、
医
療
活
動 

消防団、自主防災組織に対する 

訓練の実施 

救助・救急用資機材の整備 
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第１節 救助・救急活動 

 

第１項 広域応援者受入体制等の整備 

 

県内広域消防相互応援協定等に基づく応援者等の受入れや、現場における活動が円滑に実

施されるよう活動体制の確立を図る。 

消防の広域化による、救助や救急専門職員の増強や高度資機材の計画的整備に努める。 

 

第２項 消防団、自主防災組織に対する訓練の実施 

 

消防局は、消防団、自主防災組織に対する普通救命講習等を実施する。 

 

第３項 救助・救急隊員の充実 

 

救助隊員については、複雑化する救助事象に対応できるように、消防大学校、消防学校へ

の派遣及び研修会を実施するほか、機会あるごとに教育・訓練を実施し、高度な知識、技術

の習得に努める。 

救急隊員については、応急処置の範囲拡大に対応した高度救急業務の推進を図るため、救

急救命士の免許取得等、新たな教育訓練を実施し、専門的知識の習得に努める。 

大規模災害時に的確に救助や救急に対応するため、救助・救急隊員の増強を図ると共に、

都市型救助等の高度救助技術の導入や救急業務の高度化の推進に努める。 

 

第４項 救助・救急用資機材の整備 

 

救助工作車、救急自動車、救助・救急用資機材等の整備充実に努める。 

 

 

第２節 医療活動 

 

 効率的に医療活動を行うために、「宇部市災害時保健活動マニュアル」に基づき、必要に応

じ、保健福祉専門職が一元化し、部局横断的な体制を確立する。 

 

第１項 医療救護活動体制の確立 

 

１ 市の対策（地域医療対策室、地域福祉課） 

（１）救護所の指定をするとともに、住民へ周知する。設置場所は、原則として避難場所、

災害現場とする。 

（２）救護所として宇部市休日・夜間救急診療所を整備する。 

（３）県、医療機関と連携して救急法、家庭看護知識の普及につとめる。 

 

２ 指定地方公共機関 

市医師会は、市からの応援要請に備えて医療救護班の編成、出動体制の整備に努める。 

第２項 健康管理体制の確立 
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市及び県の保健師、栄養士は、被災者に対して巡回指導により被災者の健康管理、栄養指

導ができるよう保健指導体制を確立しておく。 

 

第３項 血液製剤の確保体制の確立 

 

１ 県赤十字血液センターは、災害時における医療機関からの血液の要請に応えられるよう

常時血液製剤を備蓄しておくとともに、他県血液センターからの支援が受けられるようあ

らかじめ体制の整備を図る。 

 

２ 医療機関は、災害時の血液製剤の輸送体制の確立を図る。 

 

３ 市は、災害時における血液不足に備え、住民に対して献血を啓発する。 
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第９章 要配慮者対策 

 

 

    

 

 

 

社会福祉施設、病院等の対策 

組織体制の整備  

  

施設・設備等の整備 

防災知識等の普及啓発・訓練 

要
配
慮
者
対
策 

支援体制の整備  

  

防災設備等の設置促進 

在宅要配慮者対策 

防災知識等の普及啓発 

  

防災訓練 

福祉避難所の指定 

  

生活の場の確保 

介助・生活支援体制の確保 

避難所対策 
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第１節 社会福祉施設、病院等の対策 

 

第１項 組織体制の整備（地域福祉課、障害福祉課、高齢者総合支援課、地域医療対策室） 

 

１ 市及び県は、次の事項に留意し、組織体制の整備を図るものとする。 

（１） 社会福祉施設、病院等の管理者を指導、支援し、災害時における高齢者、障害者等の

入所者、入院患者等の安全確保に係る組織体制の整備を促進する。 

    また、自主防災組織や事業所防災組織等との連携・協力体制の整備を促進する。 

（２） 宇部市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の避難確保に関 

する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確認するよう努める。 

 

２ 市は、社会福祉施設、病院等の災害共助マップの作成を通じた災害時の地域の協力体制

の整備を支援するため、近隣施設や地域住民の協力の呼びかけや連絡協議会の設置など各

種調整を行うものとする。 

 

３ 社会福祉施設、病院等の管理者は、次の事項に留意し、組織体制の整備を促進する。 

（１）災害時に備え、あらかじめ職員の役割分担、動員計画及び緊急連絡体制等を明確にし

た施設内防災計画（防災マニュアル）を作成するなど、組織体制を整備する。 

特に夜間や休日における消防機関等への緊急通報及び入所者の避難誘導に十分配慮し

た体制を整備する。 

また、職員や入所・入院者に対する防災教育、防災訓練等を定期的に実施する。 

（２）宇部市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管 

理者は、施設利用者の災害時等の円滑かつ迅速な避難を確保するため、防災体制に関す

る事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、災

害時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項等を定めた避難確保計画を作成

し、当該避難確保計画に基づく避難訓練を実施するものとし、作成した避難確保計画及

び実施した避難訓練の結果について市長に報告しなければならない。 

（３）市、施設相互間、自主防災組織及び近隣住民等との連携による安全確保に関する協力

体制づくりに努める。  

（４）洪水、高潮、土砂災害等による被害のおそれのある地域にある施設の管理者は、入所

者の避難に相当の要員と時間を要することを考慮して、安全な場所の確保、避難への近

隣住民の協力をあらかじめ得る等、万全を期するものとする。 

 

第２項 施設・設備等の整備 

 

１ 市及び県は、社会福祉施設、病院等の管理者を指導、支援し、災害時における入所・入

院者等の安全確保のための施設・設備の整備、緊急受入れ体制の整備を促進する。 

 

２ 市は、社会福祉施設、病院のうち土砂災害警戒区域等に立地する入所・入院施設を把握

するとともに、防災情報が確実に伝達できるよう、防災メールの一斉配信などの防災情報

伝達手段の整備を進める。また、施設の避難状況などを把握するため、施設との交信手段

の取り決め等、連絡体制の整備を図るものとする。 
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３ 社会福祉施設、病院等の管理者は、次の事項に留意し、施設・設備等の整備に努めるも

のとする。 

（１）入所・入院者等に対し、継続してサービスの提供を行うことはもとより、災害により

新たに援護、治療等を必要とする者に対し、緊急受入れ、その他のサービスを可能な限

り実施していくため、施設・設備の災害に対する安全性を確保するとともに、災害時に

必要な食料、飲料水、生活必需物資及び救急薬品等の備蓄に努める。 

（２）消防機関等への緊急通報設備や入院・入所者の避難誘導設備、施設の実態に応じた防

災資機材の点検・整備を進める。 

 

 

第２節 在宅要配慮者対策 

 

第１項 支援体制の整備（地域福祉課、障害福祉課、高齢者総合支援課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 要配慮者避難支援体制の確立 

市は、避難行動要支援者への情報提供及び避難支援が円滑に行われるよう、自主防災組織、

事業者等その他関係団体と連携し、援護体制を整備しなければならない。 

 市は、避難行動要支援者の支援を的確に行うため、必要に応じ、その保有する避難行動要

支援者に係る個人情報を自主防災組織又は事業者等に提供することができるものとする。た

だし、自主防災組織及び事業者等は、個人情報の取扱いに十分配慮しなければならない。 

 

２ 災害時避難支援制度 

 市は、災害時避難支援制度に基づき、民生委員・児童委員、福祉専門職等の協力を得て、

避難行動要支援者避難支援プラン（個別避難計画）を作成するよう努めるものとする。 

 また、その実施に当たっては、消防、警察、民生委員、市社会福祉協議会、自主防災組織

（以下、避難支援等関係者）と事前に協議しておくものとする。 

 

 

（避難行動要支援者） 

 

 

災害時避難支援制度対象者 

 

 

要配慮者 

宇部市民 

自ら避難することが困難で避難に 

支援を要する人々 

 

高齢者、障害者、乳幼児、外国人その

他の特に配慮を要する者 
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３ 避難行動要支援者の範囲 

避難行動要支援者の範囲は、生活の基盤が自宅にある方のうち、以下の要件に該当する方

で、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難であり、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に家族以外の支援を要する者とする。 

（１）ひとり暮らしの高齢者（６５歳以上）、又は後期高齢者（７５歳以上）のみの世帯の者 

（２）身体障害者 

（３）知的障害者 

（４）精神障害者 

（５）要介護認定者 

（６）本制度の支援が必要と認められる者 

 

４ 避難行動要支援者名簿・個別避難計画の作成 

避難行動要支援者名簿には、次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。 

また、個別避難計画には、次に掲げる事項に加え、避難施設その他の避難場所及び避難路

その他の避難経路に関する事項を記載し、又は記録するものとする。 

（１）避難行動要支援者情報 

ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所 

オ 自宅電話番号 

カ 携帯電話番号 

キ 携帯メールアドレス 

ク 支援対象種別 

ケ 支援の種類 

（２）避難支援者情報 

ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所 

オ 自宅電話番号 

カ 携帯電話番号 

キ 携帯メールアドレス 

 

５ 情報の集約 

市においては、避難行動要支援者名簿・個別避難計画を作成するに当たり、避難行動要支

援者に該当する者を把握するために、関係部局で把握している要介護高齢者や障害者等の情

報を集約するよう努める。 

 

６ 都道府県等からの情報の取得 

例えば難病患者に係る情報等、市で把握していない情報の取得が避難行動要支援者名簿・

個別避難計画の作成のため必要があると認められるときは、関係都道府県知事その他の者に

対して、情報提供を求めることができる。（法４９条の１０第４項、法４９条の１４第５項）。
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なお、情報提供の依頼及び提供に際しては、法令に基づく依頼又は提供であることを、書面

をもって明確にするものとする。 

 

７ 避難行動要支援者名簿・個別避難計画の利用及び提供 

 市は、避難支援等の実施に必要な限度で、避難行動要支援者名簿情報・個別避難計画情報

をその保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができ

る。 

 市は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、消防機関、県警察、民生委

員、市社会福祉協議会、自主防災組織に対し、名簿情報・個別避難計画情報を提供するもの

とする。ただし、名簿情報・個別避難計画情報を提供することについて本人の同意が得られ

ない場合はこの限りでない。 

 市は、災害が発生し、又は発生するとおそれがある場合において、避難行動要支援者の生

命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に

必要な限度で、避難支援等関係者に対し、名簿情報・個別避難計画情報を提供することがで

きる。この場合においては、名簿情報・個別避難計画情報を提供することについて本人の同

意を得ることを要しない。 

 

８ 名簿情報・個別避難計画情報を提供する場合における配慮及び秘密保持義務 

 市は、名簿情報・個別避難計画情報を提供するときは、名簿情報・個別避難計画情報の提

供を受ける者に対して名簿情報・個別避難計画情報の漏えいの防止のために必要な措置を講

ずるよう求めるものとする。 

 名簿情報・個別避難計画情報の提供を受けた者（その者が法人である場合にあっては、そ

の役員）もしくはその他の当該名簿情報・個別避難計画情報を利用して避難支援等の実施に

携わる者又はこれらの者であった者は、正当な理由がなく、当該名簿情報・個別避難計画情

報に係る避難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

９ 避難支援関係者の対応原則 

避難支援関係者は、平常時から名簿情報・個別避難計画情報を避難支援関係者に提供する

ことに同意した避難行動要支援者の避難支援については、名簿情報・個別避難計画情報に基

づいて避難支援を行うものとする。 

また、避難支援関係者本人又はその家族等の生命及び身体の安全を守ることが大前提であ

る。そのため、市は、避難支援関係者等が、地域の実情や災害の状況に応じて、可能な範囲

で避難支援を行えるよう、避難支援関係者の安全確保に十分に配慮するものとする。 

 

１０ 避難支援関係者の安全確保の措置 

地域において、避難の必要性や避難行動要支援者名簿・個別避難計画の意義、あり方を説

明するとともに、地域で避難支援関係者の安全確保の措置を決めておくものとする。避難支

援は避難しようとする人を支援するものであり、避難することについての避難行動要支援者

の理解は、平常時に避難行動要支援者名簿・個別避難計画の提供に係る同意を得る段階で得

ておくものとする。避難支援関係者の安全確保の措置を決めるに当たっては、避難行動要支

援者や避難支援関係者を含めた地域住民全体で話し合って、ルールを決め、計画を作り、周

知することが適切である。その上で、一人一人の避難行動要支援者に避難行動要支援者名簿・

個別避難計画制度の活用や意義等について理解してもらうことと合わせて、避難支援関係者
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は全力で助けようとするが、助けられない可能性もあることを理解してもらうものとする。 

 

１１ 避難行動要支援者名簿・個別避難計画のバックアップ 

災害規模等によっては市の機能が著しく低下することを考え、避難行動要支援者名簿・個

別避難計画のバックアップ体制を築いておくものとする。こと。また、災害による停電等を

考慮し、電子媒体での管理に加え、紙媒体でも最新の情報を保管しておくものとする。 

 

１２ 避難行動要支援者名簿・個別避難計画の更新 

避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、市は避難行動要支援者の把握に努め、

名簿情報・個別避難計画情報を最新の状態に保つこと。 

 

１３ 市及び県は、災害時における高齢者、障害者等に対する情報伝達、救助、見守り活動

等の支援体制づくりを促進するため、福祉の輪づくり運動等を実施している社会福祉協議

会、ボランティア等との連携強化に努める。 

 

１４ 市は、災害救助関係業務に加え、高齢者、障害者等に対する支援業務が適切に行われ

るよう、職員の確保や業務分担の確認等を行っておくとともに、福祉事務所、児童相談所

等の相談機関、保健福祉サービス事業者等との連絡・連携体制を整備しておく。 

 

［資料］２－６－３０ 災害時避難支援の協力等に関する協定 

 

第２項 防災設備等の設置促進（障害福祉課、高齢者総合支援課、消防局） 

 

市及び県は、在宅の一人暮らし老人、重度障害者等が、災害時においても緊急に連絡がで

き、安全の確保が図られるよう緊急通報機器の普及を進めるとともに、災害時における出火

を防止するため、住宅用火災警報器、過熱防止装置付コンロ等の設置促進に努める。 

また、聴覚障害者への災害情報の伝達を効果的に行うため、文字放送受信装置の普及にも

努める。 

 

第３節 防災知識等の普及啓発・訓練 

 

第１項 防災知識等の普及啓発（障害福祉課、高齢者総合支援課、消防局） 

 

１ 市及び県は、高齢者、障害者及びその家族等に対し、分かりやすい広報資料、パンフレ

ット等により、災害に対する基礎的知識、家具の転倒防止措置等の家庭内での予防・安全

対策等の理解を高めるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等多様な主体の

視点に十分配慮するよう努める。 

 

２ 外国人に対しては、外国語の防災パンフレットの配布、防災標識等への外国語の付記等の

対策を進める。（市民課、観光交流課） 

 

３ 市及び県は、地域における避難行動要支援者支援の取組みを促すため、防災研修会、防

災に関するイベント等を開催し、避難行動要支援者の支援方法等の普及啓発に努める。 
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第２項 防災訓練（地域福祉課、障害福祉課、高齢者総合支援課） 

 

市及び県は、防災訓練を実施する際、高齢者、障害者、車椅子利用者等を想定した避難誘

導、情報伝達など訓練内容にも配慮し、直接の参加を呼びかけるとともに、地域住民、自主

防災組織等の協力を得ながら、円滑な避難誘導が行えるようその支援体制の整備に努める。

また、被災時の男女のニーズの違い等多様な主体の視点に十分配慮するよう努める。 

 

 

第４節 避難所対策 

 

市（地域福祉課、障害福祉課、高齢者総合支援課）及び県は、高齢者、障害者等にとって

厳しい環境となる避難所生活に配慮し、あらかじめ次のような生活の場の確保、支援体制の

整備に努める。 

また、被災時の男女ニーズの違い等多様な主体の視点に十分配慮するよう努める。 

 

第１項 福祉避難所の指定 

 

 市は、避難行動要支援者が相談等の必要な生活支援を受けられるなど、安心して生活でき

る体制を整備した福祉避難所の指定に努める。 

 

第２項 生活の場の確保 

 

避難所における高齢者、障害者等の生活面でのハンディキャップを少しでも取り除くとい

う観点から生活の場の確保対策として、公的宿泊施設、公的住宅、社会福祉施設等との連携

体制を整備しておくとともに、近隣市町、近隣県等の施設についてもその活用が図られるよ

う連携の強化に努める。 

 

第３項 介助・生活支援体制の確保 

 

避難所における高齢者、障害者等の食事の介助や生活援助物資の供給などの支援体制を確

保するため福祉関係団体、ボランティアとの連携・協力体制の整備に努める。 
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第１０章 緊急輸送活動 

 

 

 

  

 

緊急輸送ネットワークの整備 

輸送施設等の安全性 

緊急輸送車両等の確保 

緊
急
輸
送
活
動 

道路交通管理体制の整備 

道路啓開 

緊急輸送ネットワークの形成 
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第１節 緊急輸送ネットワークの整備 

 

第１項 緊急輸送ネットワークの形成 

 

災害発生時の緊急輸送活動に必要な輸送施設及び輸送拠点を指定し、緊急輸送ネットワー

クの形成を図る。 

また、緊急輸送ネットワークにおける輸送施設として、臨時ヘリポートを指定する。 

輸送施設及び輸送拠点の指定に当たっては、あらかじめ、施設の管理者と災害時の利用形

態等について協議しておく。 

 

１ 輸送施設等の指定（県） 

（１）道路 

ア 緊急輸送道路として主要となる幹線的な道路の指定 

イ 幹線的な道路が被災し、通行不能となった場合を想定した代替路線の指定 

（２）港湾 

ア 海上緊急輸送基地となる主要な港湾の指定 

イ 海上緊急輸送基地を補完する港湾の指定 

（３）漁港 

ア 海上緊急輸送基地となる主要な漁港の指定 

イ 海上緊急輸送基地を補完する漁港の指定 

（４）飛行場等 

ア 航空輸送の拠点となる飛行場等の指定 

イ 臨時ヘリポートの指定 

 

２ 輸送拠点の指定（県） 

他県等からの緊急物資の受入、一時保管、避難所等への配送を行うための拠点施設の指

定 

 

３ 活動（進出）拠点の指定（県） 

  他県等からの応援部隊が被災地において部隊の指揮、宿営、資機材集積、燃料補給等を

行う拠点施設や移動する際の目標となる拠点施設を指定しておく。 

 

４ 市における輸送施設、拠点の指定 

市（防災危機管理課）は、各地域の実情に応じた輸送施設、拠点の指定を図る。拠点施

設が使用できない場合を想定し、あらかじめ利用可能な施設を把握しておく。また、協定

締結し民間事業者の活用も図っていく。 

 

５ 市（防災危機管理課）及び県は、上記により指定した施設については、広報紙等を活用

するなどして関係機関・住民等への周知を図る。  

＜第３部第７章「緊急輸送計画」参照＞ 
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第２項 輸送施設等の安全性 

 

緊急輸送ネットワークとして指定した輸送施設及び輸送拠点については、緊急時における

輸送の重要性から、災害に対する安全性の確保に配慮する。 

 

 

第２節 道路交通管理体制の整備 

 

１ 県警察及び道路管理者は、信号機、情報板等の道路交通関連施設について、災害に対す

る安全性の確保を図る。 

 

２ 県警察は、災害時の情報収集、交通規制及び誘導等を円滑に行うため、警備業者等との

間に応急対策業務に関する協定等の締結をする。 

 

３ 県警察は、交通規制を実施した場合における車両運転者の義務等について、普及啓発を

図る。 

 

４ 県警察は、広域的な交通管理体制を整備するものとする。 

 

 

第３節 道路啓開 

 

道路管理者は、発災後の道路の障害物の除去、応急復旧等に必要な人員、資機材の確保を

図るため、建築業協会、高速道路株式会社等との間であらかじめ協定を締結するなどして体

制を整備しておく。 

なお、自衛隊の災害派遣への対応も円滑に行えるよう受入体制の整備に努める。 

 

 

第４節 緊急輸送車両等の確保 

 

市及び県は、緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ運送業者等と協定を締結する

などし、体制を整備する。 

＜第３部第６章「応援要請計画」参照＞ 
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第１１章 災害救助物資の確保、災害対策基金計画 

 

 

   

                               

 

災害救助物資確保計画 

生活必需品等の確保 

  

飲料水の供給 

山口県災害救助基金 

山口県市町総合事務組合災害基金 

宇部市災害対策基金 

災害対策基金計画 

災
害
救
助
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、
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計
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食料の確保  

  

市民のとるべき措置 
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第１節 災害救助物資確保計画 

 

第１項 食料の確保 

 

市及び県は、災害時における地域住民に対する応急用食料の供給を円滑に実施するため、

その調達・供給体制の整備に努める。 

 

１ 応急用食料の調達・供給に関する基本方針 

災害時における応急用食料の調達・供給については、次により、市及び県がそれぞれの

立場から、不測の事態に備えた体制を図るものとする。 

（１）県 

県は、複数の市町にまたがる広範囲な災害が発生した場合、市町が想定していないよ

うな極めて甚大な被害が生じた場合等において、市町が行う応急用食料の調達・供給活

動を支援することを基本とし、そのために必要な体制を整備するものとする。 

（２）市（地域福祉課） 

市は、災害時における地域住民に対する応急用食料の供給に関し、基本的な責任を負

うものでありその備蓄並びに調達、輸送及び配送体制の整備を図るものとする。 

この場合、市町相互の応急用食料の調達・供給に関する広域的な応援体制の整備につ

いても、十分留意するものとする。 

 

２ 応急用食料の調達・供給体制の整備 

市（地域福祉課）及び県は、災害時を想定した応急用食料の調達・供給体制を、次によ

り整備するものとする。 

（１）主食系として、米について、農林水産省等と連携し、災害が発生した場合直ちに供給

できるよう体制を整備するものとする。 

（２）次の食料について、災害が発生した場合、関係団体、民間企業等に対し直ちに出荷要

請を行うことができるよう、応援協定を締結するなど体制を整備するとともに、これら

の食料の調達可能量（流通在庫又は、製造能力）の把握に努めるものとする。 

・精米、パン、おにぎり、弁当、即席メン、育児用調整粉乳、缶詰、食物アレルギー対応

食品等 

＜第３部第６章「応援要請計画」参照＞ 

 

第２項 飲料水の供給 

 

１ 応急給水活動計画 

水道局は応急給水に係る給水拠点、給水基準、給水体制等応急給水活動計画を定めてお

く。 

 

２ 給水拠点の整備 

応急給水活動計画に定められた給水拠点となる場所については、災害時に給水活動が円

滑に実施できるよう体制を整備しておく。 
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３ 飲料水の確保 

（１）必要量の確保 

水道局は、被害想定を参考に、最大断水時の延べ影響人口を対象とする必要量を目標

に飲料水の確保に努める。 

（２）井戸水の活用 

市（環境政策課）は、井戸水を飲料水として活用する際の飲用方法等について指導す

る。 

 

４ 応急給水資機材の整備 

水道局は、給水タンク車、給水タンク、ポリ容器、給水袋等の必要な資機材の整備、備

蓄に努める。 

 

５ 応急復旧体制の整備 

水道局は、応急復旧に必要な資機材の備蓄及び人員の確保に努めるとともに、市町相互、

民間業者団体等との間に応援協定を締結するなど、応急復旧体制の充実に努める。 

 

第３項 生活必需品等の確保 

 

市（地域福祉課）及び県は、毛布、下着、作業着、タオル、エンジン発電機、卓上コンロ、

ボンベ等の生活必需品について、流通業者、流通在庫量等の把握を行い、調達体制の整備に

努めるとともに、より迅速な救助を実施できるよう備蓄に努めるものとする。 

 

第４項 市民のとるべき措置 

 

市民は、防災の基本である「自らの身は自らが守る」という考えに基づき、２～３日分の

食料、飲料水等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備に努め

るものとする。 

＜第３部第９章「食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画」参照＞ 

 

 

第２節 災害対策基金計画 

 

市（防災危機管理課）及び県は、災害救助の実施に必要な費用及び災害対策に要する費用

の財源に充てるため、災害救助基金等の積立をおこなう。 

 

第１項 山口県災害救助基金 

 

１ 基金の積立 

災害救助の実施に必要な費用及び災害対策に要する費用の財源に充てるため、災害救助

基金の積立を行う。 

 

２ 基金の運用 
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災害対策基金の運用は、次の方法による。 

（１）資金運用部への預託又は確実な銀行への預金 

（２）確実な債券の応募又は買入 

（３）救助に必要な給与品の事前購入 

 

第２項 山口県市町総合事務組合災害基金 

 

１ 災害基金組合 

県内の全市町をもって、山口県市町総合事務組合が設立されている。 

 

２ 基金設置の目的 

この基金は、組合市町の災害による減収補填、災害対策事業費その他災害にともなう費

用に充て、もって組合市町の財政運営の健全化に資するため設置する。 

 

３ 基金組合への積立 

平成３年度における基準財政需要額により算定された組合市町の納付額に達するまで、

組合市町は毎年度、前年度の地方交付税の算定に用いられた基準財政需要額の１００分の

０．２に相当する金額（その金額が組合市町の当該平均額を超える場合にあっては、平均

額を上限とする。）を組合に納付するものであること。 

 

［資料］２－１１－２ 山口県市町総合事務組合災害基金現在高 

 

４ 基金の処分 

（１）基金の処分と対象となる災害は、次に掲げるものであること。 

ア 風害 

イ 水害 

ウ 雪害 

エ 地震 

オ 干害 

カ 火災 

キ その他議会の承認を経て定める災害 

（２）次に掲げる事項に該当する場合にあっては、市町納付金の３倍以内の額で処分するこ

とができるものであること。 

ア 災害による減収補填を要するとき 

イ 災害対策事業費の支出を要するとき 

ウ その他災害に伴う費用の支出を要するとき 

（３）上記事項に掲げるもののほか、次の各号に掲げる事業を行うときは、市町納付金現在

額の範囲内において、基金の処分を行うことができるものであること。 

ア 道路、河川その他の公の施設の保全整備又は災害防止対策等に関する事業 

イ 災害等に係る自動車又は自動車に類し、道路以外の場所で用いる建設機械等の購入

に関する事業 

ウ その他組合長が必要と認めた事業  
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第３項 宇部市災害対策基金 

 

１ 基金設置の目的 

災害対策基本法第１０１条及び国、県の防災計画に基づき、災害非常時の応急対策に要

する経費の財源として積み立てるとともに、その財源を活用し即時に災害対策に着手する

ことを目的として設置する。 

  

２ 積立目標額 

目標額は設定しない。 

  

３ 適用基準 

災害救助法の適用はないが、それに近い大規模災害に適用し、次の適用事例に掲げる災

害対策を必要とする事態の発生を伴う概ね次のような被害件数を目安とし、以下の３種類

のうち１つ以上に該当した場合、また該当すると見込まれる場合の災害経費に充当する。 

また、災害対応の強化及び地域住民の自発的な活動を推進するために充当する。 

（１）全壊（全流失・全埋没・全焼失）家屋 １０世帯以上 

（２）半壊（半流失・半埋没・半焼失）家屋 ２０世帯以上 

（３）床上浸水（住家が床上浸水、土砂の堆積等により、一時的に居住することができない

状態となった世帯） ３０世帯以上  

 

※被害を受けた世帯の数の算定は、半壊世帯は２世帯をもって、床上浸水は３世帯をもっ

て１つの全壊世帯とみなす。 

 

４ 適用事例 

（１）応急仮設住宅など収容施設の建設 

（２）炊き出し等による食品の支給 

（３）被服、寝具その他生活必需品の支給 

（４）学用品の支給 

（５）災害で日常生活に著しい支障を及ぼしている土石、竹木等の除去費用 

（６）自主防災組織の活動助成として支給 

（７）その他市長が必要と認めるもの 

 

［資料］２－１１－３ 宇部市災害対策基金現在高 
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第１２章 ボランティア活動の環境整備 

 

 

 

  

 

ボランティアの位置付け ボランティアの活動対象 
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ボランティアの定義 

   

ボランティアの育成 ボランティアの養成 

コーディネーターの養成 

市民に対する普及・啓発 

  

ボランティア受援・支援

体制の整備・強化 
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第１節 ボランティアの位置付け 

 

第１項 ボランティアの定義 

 

市防災計画におけるボランティアとは、消防団のように防災活動への従事義務がある団体

の構成員を除いた者で、災害時において被災者の救援活動に自主的・自発的に参加するもの

をいう。 

 

第２項 ボランティアの活動対象 

 

災害時におけるボランティアを、専門的知識・技術や特定の資格を有する者（以下「専門

ボランティア」という。）及びそれ以外の者（以下「一般ボランティア」という。）に区分し、

その活動内容は、おおむね次のようなものとする。 

区分 活動内容 担当課 

専門ボランティア ・被災住宅等応急復旧 

（建築士、建築技術者等） 

・建築物危険度判定（応急危険度判定士） 

・土砂災害危険箇所の調査（斜面判定士） 

・医療看護 

（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、 

看護師等） 

・福祉（手話通訳、介護等） 

・無線（アマチュア無線技士） 

・特殊車両操作（大型重機等） 

・通訳（語学） 

・災害救援 

（初期消火活動、救助活動等及びその支援等） 

・その他特殊な技術を要する者 

住宅政策課 

建築指導課 

土木河川課 

 

健康増進課 

地域医療対策室 

こども支援課 

障害福祉課 

防災危機管理課 

 

観光交流課 

消防局 

 

防災危機管理課等 

一般ボランティア ・救援物資の整理、仕分け、配分 

・避難所の運営補助 

・炊き出し、配送 

・清掃、防疫 

・要配慮者等への生活支援 

・その他危険のない軽作業 

職員課 

地域福祉課 

 

第３項 ボランティアの所属 

 

（１）組織や団体に所属するボランティア 

ＮＧＯ（非政府組織）やＮＰＯ（特定非営利活動）法人、企業及び宗教団体等の組織

や団体に所属するボランティアで、自らの行動規範で活動する。 

（２）個人ボランティア 

学生や勤労者等の中で、組織や団体に属さず、個人の意志で参加するボランティアで、

個人の能力差が大きく、経験の少ない者が比較的多い。 
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（３）後方支援や資金の提供をするボランティア 

直接被災地で活動するのではなく、被災地外で行う支援活動や資金・物資等の支援を

行うボランティアで、多くの者が参加できる。  

 

 

第２節 ボランティアの育成 

 

第１項 市民に対する普及・啓発 

 

市（地域福祉課）及び市社会福祉協議会は、県社会福祉協議会、県共同募金会、日本赤十

字社山口県支部、並びに地域の関係団体と連携して、災害時におけるボランティア活動につ

いての関心を深め、多くの市民の積極的な参加を呼びかけるための普及・啓発に努める。 

また、学校や地域等において、福祉や社会貢献について関心を持ち、理解を深めるよう社

会福祉行事等を行う。 

 

第２項 ボランティアの養成 

 

市（各課）、市社会福祉協議会及び日赤山口県支部は、関係団体と連携して、ボランティア

が被災地で活動するうえで必要となる知識や技術を習得できるよう、必要な研修を実施し、

ボランティアの養成を行う。 

 

第３項 コーディネーターの養成 

 

ボランティアが被災地で円滑な活動を行うためには、一般ボランティアの活動調整等を行

うコーディネーターの役割が重要であることから、市社会福祉協議会は関係団体と連携して

その養成を図る。 

 

 

第３節 ボランティアの登録 

 

市社会福祉協議会（宇部ボランティアセンター）及び関係団体は、災害時におけるボラン

ティアの登録をあらかじめ行い、災害時の対応に備える。 

 

 

第４節 ボランティア受援・支援体制の整備・強化 

 

市（地域福祉課）及び市社会福祉協議会は、ボランティアの自主性を尊重しつつ、特定非

営利活動法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（ＪＶＯＡＤ）及び県社会福祉協

議会、宇部市民活動センター青空等と連携して、災害ボランティア活動が円滑に行われるよ

う、その活動環境の整備を図り、受援体制及び支援体制を整備する。 

市社会福祉協議会は、災害時におけるボランティア活動及び市災害ボランティアセンターの

設置運営等を円滑に行うため、マニュアルを整備するとともに研修訓練を行う。市は、これ

らの活動に対して必要な指導助言及び財政支援を行う。 
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ＪＶＯＡＤ 080－5961－9213 

山口県社会福祉協議会 083－924－2777 

宇部市社会福祉協議会 0836－33－3131 

宇部市民活動センター 0836－36－9555 
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第１３章 施設、設備等の応急復旧体制 

 

 

 

  

 

公共施設等の応急復旧体制 公共施設等 
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、
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公共土木設備等 

   

鉄道施設 

下水道事業者 

  

水道事業者 

   

電気事業者 

ガス事業者 

  

通信事業者 

ライフライン施設の応急復旧体制 
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第１節 公共施設等の応急復旧体制 

 

第１項 公共土木設備等 

 

１ 被災施設設備の迅速な応急復旧に必要な情報収集・連絡体制、活動体制の確立に努める。 

また、民間業者団体等の円滑な協力が得られるよう、あらかじめ協定等を締結するなど

の措置を講ずるものとする。 

 

２ 応急復旧に必要な各種資機材について常に把握し、調達を必要とする資機材については、

あらかじめ民間業者等と協定を締結するなどの措置を講じておく。  

 

第２項 公共施設等 

 

災害発生時において、病院、社会福祉施設及び学校等公共施設の的確な応急・復旧措置は、

被害の軽減につながることから、施設管理者は、平常時から施設利用者等の安全を確保する

ための応急措置、災害活動及び救助等にかかる体制の整備をしておく。 

 

第３項 鉄道施設 

 

多数の人員を高速で輸送している鉄道は、直接人命に関わる被害が発生するおそれがある

ため、機敏かつ適切な応急措置を講じる必要があることから、発災時の初動措置等（運転規

制、乗務員の対応、乗客の避難誘導、救護活動等）に必要な体制の確立、復旧活動に必要な

体制の確立に努めるものとする。 

 

 

第２節 ライフライン施設の応急復旧体制 

 

第１項 水道事業者 

 

災害時における飲料水の確保及び施設被害の応急復旧に対処するため、情報収集連絡体制、

活動体制並びに必要な資機材の備蓄、調達体制の整備に努める。 

また、水道事業者相互間、関係業者団体等との間に応援協定を締結するなどして、応急復

旧体制の充実に努める。 

 

第２項 下水道事業者 

 

下水道施設の被災に対し、迅速な応急復旧が可能となるよう、活動体制の整備並びに必要

な資機材の備蓄、調達体制の整備に努める。 

また、下水道事業者間相互、関係業者団体等との間に応援協定を締結するなどして、応急

復旧体制の充実に努める。 
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第３項 電気事業者 

 

電気施設が被災した場合には、二次災害を防止し、速やかに応急措置を講じ施設設備の機

能を維持する必要があることから、情報連絡体制の整備、応急対策要員の確保等に係る体制

の整備を図るとともに、必要な資機材の備蓄、調達体制の整備に努める。 

また、他部署からの応援、同種の会社、関連企業からの応援等も含めた体制の整備に努め

る。 

 

第４項 ガス事業者 

 

二次災害の発生を防止するため発災時の初動措置、応急復旧に必要な活動体制の整備を図

るとともに、必要な資機材の備蓄、調達体制の整備に努める。 

また、広域的な応援を前提として、あらかじめ事業者間で広域応援体制の整備に努める。 

 

第５項 通信事業者 

 

１ 通信の途絶は、災害応急活動の阻害要因になるとともに、社会的混乱をひきおこすなど 

その影響が大きいことから、通信施設設備の確保、応急復旧及び復旧対策に必要な体制の 

確立を図るとともに、必要な資機材の備蓄、調達体制の整備に努める。 

また、他部署からの応援、関連企業等からの応援等も含めた体制の整備に努める。 

 

２ 通信事業者は，応急復旧のために通信用機材等の運搬や道路被災状況等の情報共有が必 

要な場合は，国〔中国総合通信局〕を通じて非常対策本部や被災地方公共団体に協力を要 

請するものとする。 
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防災のための集団移転促進計画 

事業主体 
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事業の目的 

   

移転促進区域 

事業主体 

  

事業の目的 

   

移転の促進 

補助制度 

  

がけ地近接等危険住宅の 

移転促進計画 

国の補助制度等 

事業主体 

  

事業の目的 

   

土砂災害対策改修事業の促進 

補助制度 

土砂災害対策改修事業促進計画 

第１４章 危険家屋移転促進対策等 
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第１節 防災のための集団移転促進計画 

 

第１項 事業の目的 

 

住民の生命、身体、財産を災害から保護するため、災害による被災地域又は被災する危険

の著しい地域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域内にあるすべての住居を他

の安全な場所に移転をさせることを目的として、一定規模の住宅団地を整備する等の集団移

転事業を推進する。 

 

第２項 事業主体 

 

市（住宅政策課）が行う。例外として、市の申し出により当該事業の一部を県が実施する

ことができる。 

 

第３項 移転促進区域 

 

１ 被災地域 

集団移転促進事業を実施しようとする年度又はその前年度において発生した災害（豪雨、

洪水、高潮、その他の異常な自然現象）にかかるもの 

 

２ 災害危険区域 

建築基準法第３９条第１項の規定に基づく条例で指定された区域 

 

第４項 国の補助制度等 

 

１ 国の補助 

次の各号に掲げる経費について政令で定めるところにより、それぞれ４分の３を下らな

い割合により、その一部を補助する。 

（１）住宅団地の用地の取得及び造成に要する経費（当該取得及び造成後に譲渡する場合を

除く。） 

（２） 移転者の住宅団地における住宅の建設もしくは購入又は住宅用地の購入に対する補助

に要する経費 

（３）住宅団地に係る道路、飲料水供給施設、その他政令で定める公共施設の整備に要する

経費 

（４）移転促進区域内の農地等の買取りに要する経費 

（５）移転者の住居の移転に関連して必要と認められる農林水産業に係る生産基盤の整備及

びその近代化のための施設の整備で政令で定めるものに要する経費 

（６）移転者の住居の移転に対する補助に要する経費 

 

２ 地方債の特別措置 

地方財政法第５条第１項各号に規定する経費に該当しないものについても、地方債をも

ってその財源とすることができる。 
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第２節 がけ地近接等危険住宅の移転促進計画 

 

第１項 事業の目的 

 

がけ地の崩壊、土石流及び地すべり等により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域

（山口県建築基準条例第７条に規定する建築を制限している区域及び土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条の規定に基づき知事が指定した土砂災害

特別警戒区域）において、危険住宅（既存不適格住宅又はこれらの区域にある住宅のうち建

築後の大規模地震、台風等により安全上の支障が生じ、宇部市が是正勧告等を行ったもの）

の移転を行う者に対して補助金を交付し、急傾斜地崩壊防止対策とあいまって住民の生命の

安全を確保することを目的とする。 

 

第２項 事業主体 

 

市（建築指導課）が行う。 

 

第３項 移転の促進 

 

市は、危険住宅の移転を行う者に対して必要な援助、指導を行い、移転の促進を図る。 

 

第４項 補助制度 

 

危険住宅移転事業に要する次の各号に掲げる費用について補助する。 

 

１ 危険住宅の除去等に要する経費 

 

２ 危険住宅に代わる住宅の建設（購入を含む）、及び改修に要する経費 

 

 

第３節 土砂災害対策改修事業促進計画 

 

第１項 事業の目的 

 

土砂災害特別警戒区域内にある既存不適格建築物の土砂災害対策改修を行う者に対して補

助金を交付し、がけ地の崩壊等から市民の生命を守り、市民の安心・安全を確保することを

目的とする。 

 

第２項 事業主体 

 

市（建築指導課）が行う。 
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第３項 土砂災害対策改修事業の促進 

 

市は、既存不適格建築物の土砂災害対策改修工事を行う者に対して必要な援助、指導を行

い、改修工事の促進を図る。 

 

第４項 補助制度 

 

土砂災害対策改修工事に要する経費の一部を補助する。 
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第１５章 営農災害予防対策 
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第１節 営農災害予防計画 

 

第１項 農地防災事業の整備対策 

 

洪水、高潮、土砂崩壊、溢水等に対して、農地、農業用施設等を防護するため、湛水防除、

ため池補強、農地保全、海岸保全、地すべり防止、防災ダム、土砂崩壊防止等の対策を防災

事業長期計画に基づいて実施するものとする。 

 

１ 湛水防除事業の促進 

豪雨時の湛水のため、農地、農業用施設、農作物等の被害の発生を防除するため、湛水

地域に対し湛水防除の調査計画をし、施設整備事業の実施を図る。 

 

２ ため池等整備事業 

農業用ため池の堤体、樋管等が老朽化し、すみやかに施設の補強を要するもの及び立地

条件等からみて適切な維持管理を行う必要のあるため池についてため池等整備事業を進め

る。 

 

３ 農地保全事業 

豪雨等の災害による農地の被害を防止するため、特殊土壌地帯、急傾斜地帯の農用地を

対象に災害防止と共に農地の流亡防止のため農地保全事業の実施を進める。 

 

４ 海岸保全事業 

高潮及び浸蝕による被害から海岸を防護し、国土保全に資するため、農林水産省所管海

岸保全区域について海岸堤防の整備を図る。 

 

５ 地すべり対策事業 

地すべり現象を防止し、国土保全に資するため、農林水産省所管地すべり防止区域につ

いて地すべり防止施設の整備を図る。 

 

６ 防災ダム事業 

洪水による被害を未然に防止するため、洪水調節用ダム及び関連施設整備事業の実施を

図る。 

 

７ 土砂崩壊防止事業 

風水害等による土砂崩壊の危険の生じた箇所において、農地及び農業用施設の災害を防

止するための事業を進める。 

 

８ 農業用河川工作物応急対策事業 

洪水、高潮等による災害発生を未然に防止するため、治水機能の劣っている施設の整備

補強を図る。 
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第２項 防災営農指導対策（県農業振興課・市農業振興課） 

 

１ 指導組織 

各種の気象災害による農作物等の被害を防止するため、専門技術員、改良普及員等が中

心になって、必要な技術指導を行う。 

 

２ 指導対策 

（１）専門技術員は普通作物、野菜、果樹、畜産、病害虫、土壌肥料並びに農業経営・生活

など専門項目について、試験研究機関等の災害別による研究成果を把握し、農林水産事

務所に対し周知徹底を図る。 

（２）気象庁の行う長期、短期予報、災害警報等を農林水産事務所に通知し、予想される防

災技術について指導を行う。 

（３）各種の災害が発生した場合には、技術的防御対策を早期に樹立し関係農林水産事務所

に指示を行うとともに、重要事項については直接専門技術員を現地に派遣して指導する。 

 

 


